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東北地域の農業において、園芸は重要な作目である。これまでも、野菜、果樹などの産地

が東北各県で展開してきたことはもちろんであるが、東北の基幹作物である水稲作の収入

が減少する中、園芸作の振興が重要な課題となっている。周知のように、園芸作は労働集約

的な農業であり、多くの労働力を必要とする。東北地域はこれまで、低賃金の農村労働力が

比較的豊富にあったことが、野菜、果樹などの園芸産地存立の基盤であった。しかしながら、

農村から都市への人口流出が加速したことによりそもそも地域の労働力人口が減少し、家

族労働力、雇用労働力ともに農業経営の労働力基盤は弱体化している。また高齢化および地

域の産業構造の変化は労働力需要を変質させるとともに、東日本大震災以降の旺盛な労働

力需要は農業における労働力供給を逼迫させている。労働力の確保は産地が根本的に対応

しなければならないメインテーマとなっている。そこで東北農業試験研究推進会議作物生

産推進部会農業経営研究会では、現在の東北地域における労働力不足の特質を理解すると

ともに、このような労働力不足に対応するための園芸産地システムの再構築と、そのための

研究課題について議論する研究会を実施した。本研究会の記録は、園芸作の労働力問題に直

面する関係機関の一助となると考え、東北農業研究センター農業経営研究第 35号として刊

行することとした次第である。 

本資料が広く関係者、関係機関に読まれ、業務の参考となれば幸いである。 
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「農研機構」は国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構のコミュニケーションネームです。

平成２９年度 東北農業試験研究推進会議 作物生産推進部会
農業経営研究会（夏期）

検討課題：東北地域における労働力不足の現状
と園芸産地の対応方向

東北農業研究センター 生産基盤研究領域

技術評価グループ 上級研究員

長谷川啓哉

テーマ設定の背景

〇近年、園芸産地において労働力不足が産地の存立を
脅かすほど深刻な問題となっているとみられる。

〇農家の減少に伴う農家労働力の減少、農家家族員の
他出による労働力基盤の弱体化、地域における若年労働
力の他出などの構造的要因が大きいが、加えて地域他産
業の労働力需要など需給的要因が、園芸産地における労
働力不足に拍車をかけているとみられる。
〇地域により様々であるが、親戚→近隣農家労働力→シ

ルバー人材センター・ハローワークなどの地域労働力調
整機関というように労働力確保ルートが広げられてきたが、
今後は産地全体の総合的な対策が必要と考えられる。
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〇産地主導の省力的新技術体系導入

〇産地全体の複合化・多角化による周年的な労
働力利用

〇新需要対応等による選果・生産体制の再編

〇労働力調整・請負など地域の営農支援システ
ムの構築

〇新たな労働力給源の確保

産地対応の方向

①東北地域における労働力不足の現局面
弘前大学 教授 泉谷眞実

②農業雇用マッチングシステムの展開事例
―個別・臨時雇型から地域的・常雇型へー

名寄市立大学 講師 今野聖士

③ＪＡいわて中央・
労働力不足の現状と対応

いわて中央農協営農販売部販売対策課 課長 横澤勤

④リンゴにおける加工・業務用果実と生産の省力化
東北農業研究センター 上級研究員 長谷川啓哉

報告の構成
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第一報告 

東北地域における労働力不足の現局面 
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第1報告
東北地域における労働力不足の現局面

弘前大学・農学生命科学部

泉谷眞実

平成２９年度 東北農業試験研究推進会議 作物生産推進部会
農業経営研究会（夏期） 資料

報告の構成

①1990年代以降の労働力需給の変化と全般的な過
不足状況について

②農業雇用労働力不足の実情と要因について
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１．1990年代以降の労働力需給の変化
ー有効求人倍率の推移ー

（１）全国の需給動向（まとめ）

・バブル景気が崩壊した1990年代初頭から2000年代初頭：

有効求人倍率は１を切る水準。有効求職者数は増加したが

、有効求人数は横ばいだった。

・2000年代のいざなみ（かげろう）景気期

：有効求職者数が増加→有効求人倍率は上昇

・2008年の世界同時不況時

：有効求人数が急落→有効求人倍率も急落

・2009年以降：有効求職者数が増加

→有効求人倍率も上昇し、バブル景気期を上回る水準

・新規求人は医療・福祉、卸小売が主体

→従来の中心だった製造業はそれほど大きくない
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全国の労働力の需給動向
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その他の動向

・ただし、賃金水準はそれほど上がっていない

・2009～2014年の雇用者数の変化

＜全国＞

①総数は微増

②医療・福祉は大幅増

③その他産業は減少

＜県別＞

①医療・福祉は全県で増加

②岩手と宮城で建設業は微増
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（２）地区別の需給動向（まとめ）

・地区別の動きは基本的に全国と同じ

・バブル景気期やいざなみ景気期

：有効求人倍率に地区別の格差が存在

→低い：北海道、九州、東北

・2009年以降：①格差は存在するが縮小。

②全地区で上昇。

③特に東北地方が急上昇

・従来の製造業中心の雇用＝製造業の立地が偏在

→近年の医療・福祉、卸小売の雇用

＝最終消費向け→地域性が薄れる

→有効求人倍率の地域格差縮小

有効求人倍率の推移（地区別）
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（３）東北の県別動向①（まとめ）

・バブル景気期といざなみ景気期：県別格差が大きい

→南東北＋岩手＝高い、秋田、青森＝低い

特に青森県：低い水準であまり変化がない

・2009年以降：①全ての県で急上昇→特に岩手

②県の序列は変化なし

③県別格差は縮小

①高位グループ：福島・宮城

②中位グループ：山形・岩手

③低位グループ：秋田・青森

有効求人倍率の推移（東北各県）
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（４）東北の県別動向②（まとめ）

・2009年以降の有効求人数：２つのグループ

①急上昇するが2012年から停滞

：宮城、福島、岩手（復興需要の停滞？）

②低位だが一貫して増加：青森、山形、秋田

・新規求人数の増減率

①2009～12年：高い

→東北では南東北が極めて高い

②12年～16年の増減率：低い

→東北各区県はほとんど増加していない

岩手、宮城は減少

有効求人数の推移（東北各県）
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新規求人数の増加率（2009-12、2012-16)
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２．最近の労働力の不足感
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労働力の不足感（まとめ）

（１）全国
①不足感：正社員できわめて高い
②不足事業所割合が高い業種
・正社員：建設、運輸・郵便、医療福祉
・非正規：宿泊・飲食サービス業

（２）東北
①不足感：正社員で高い
②県別の不足事業所割合
・正社員：岩手、宮城、福島で若干高い
・非正規：青森で特に高い

③産業別の不足事業所割合
・正社員：建設、運輸倉庫
・非正規：運輸倉庫、サービス

全国：2016年（労働政策研究・研修機構）

〇不足割合（大いに不足、やや不足）

①正社員（無期契約）：44.7%

②非正規社員：23.3%

→正社員が高く、非正規低い

〇業種別過不足ポイント

①正社員（全体計25)：運輸業・郵便業(40）、情報通
信業（40）、宿泊業・飲食サービス業(38）

②非正規社員（全体計15)：宿泊業・飲食サービス業
（39）、生活関連サービス業・娯楽業（33）

〇2016年1月調査

〇有効回答企業：2,406社
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労働者の不足事業所割合（2017年2月）
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労働経済動向調査（平成29年2月)

東北6県：2016年（帝国データバンク）

〇不足割合：全国では2009年から上昇

〇不足割合

①正社員：40.2%（全国37.9%)

②非正規社員：25.6%（全国24.9%)

→正社員が高く、非正規低い

〇2016年7月実施

〇有効回答数：662社
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東北6県：県別の不足事業所割合（2016）
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東北6県：産業別の不足事業所割合（2016）
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農業雇用をめぐる環境変化

〇従来の農家雇用の対象＝女子の臨時雇

→他産業での不足感は強くない

〇農業で新しく必要とされる正社員

→他産業では不足感が強い

３．農業雇用労働力不足の実情とメカニズム
－青森県の果樹産地の例－
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（１）東北各県の農業雇用の変化（まとめ）

＜常雇（６ヶ月以上の雇用）＞

・実人数：青森、岩手で多い（増加率は青森高い）

・雇用経営体数：青森で多い（増加率は青森高いが、宮城

を除くと他も大きい）

・雇用経営体比率：青森で高い

＜臨時雇＞

・のべ人数：青森で多い（増減率は、秋田・山形を除くと減

少、岩手・宮城・福島で減少率高い（震災の影響か？））

・雇用経営対数：青森で多い（いずれの県も減少）

・雇用経営体比率：青森で高い

→全体として「常雇化」の動きが基本

農業経営体の雇用：常雇

実人数 雇用経営体数 雇用経営体比率 増減率

2015年 2015年 2005年 2015年 実人数 雇用経営体数

全 国 220,152 54,252 1.4 3.9 70.5 91.3 

東 北 22,383 5,695 0.7 2.3 79.7 116.0 

青 森 5,457 1,753 1.0 4.9 147.5 239.7

岩 手 5,320 1,057 0.8 2.2 83.8 102.1 

宮 城 2,868 560 0.6 1.4 36.8 41.1 

秋 田 2,057 519 0.4 1.3 59.2 91.5 

山 形 3,125 912 0.9 2.7 87.8 112.6 

福 島 3,556 894 0.6 1.7 54.3 78.4 

農業センサス
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農業経営体の雇用：臨時雇

のべ人数 雇用経営体数 雇用経営体比率 増減率

2005年 2015年 2005年 2015年 のべ人数 雇用経営体数

全 国 24,820,502 289,948 24.0 21.1 -26.7 -39.8 

東 北 4,865,989 61,928 24.6 25.0 -14.0 -33.5 

青 森 1,707,232 15,243 38.2 42.4 -2.2 -23.6 

岩 手 717,796 9,668 24.2 20.6 -31.0 -42.0 

宮 城 437,794 6,822 19.8 17.5 -20.4 -46.1 

秋 田 593,896 9,238 21.7 23.7 0.1 -30.4 

山 形 839,384 11,339 25.6 33.5 5.1 -11.7 

福 島 569,887 9,618 21.8 18.1 -38.9 -45.9 

農業センサス

（２）農業（農家）雇用の３段階

①第1段階：ピーク時雇用（数日～数週間)

・手伝い＝確保難→個別ルート（大学生、知人、親戚）

＝不安定→派遣＝外部調整（農外、選果場）

②第2段階：季節的な雇用(数ヶ月）

・ピーク時雇用で確保難→経営内で品目・部門調整

→数ヶ月の雇用

③第3段階：通年雇用（1年）

・他産業との競争→通年雇用化

（冬場の作業の確保＝施設化、農外作業、流通作業）
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施設型花き経営の月別雇用実人数
(道南、年商9千万円、1990年）
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（３）農業経営体での不足感（まとめ）

・全国アンケート結果：正社員のみのデータ

・以前と比べた新規の雇用就労者の確保

順調である：２１％

厳しくなっている：４５％

・正社員を増やしたいか

６～7割は増やしたい

個人より法人が増やしたいと希望
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農林水産省「農の雇用事業に関するアンケート調査結果概要」（2016年、農業法人等
2,159 経営体（回答割合67.6％））平成28 年９月２日

農林水産省「農の雇用事業に関するアンケート調査結果概要」（2016年、農業法人等
2,159 経営体（回答割合67.6％））平成28 年９月２日
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（４）青森県果樹農家の雇用(2016年調査）

＜雇用の特徴＞

〇非農家世帯の主婦が多い

〇知人やそのつてが多い：例：母の高校の同級生、妻の子供関係の友人

〇仕事が切れると翌年から来てくれない→一人を長期間雇用

〇冬に仕事を作って通年で雇用するようにしている

〇いつ来ていつ帰ってもいいという対応で人手を確保する

＜作業内容＞

〇9月中旬～10月下旬に人手不足

・りんごの葉取り、着色管理が毎日続く

・作業を後に伸ばせない。一日でも早く終わらせたい

・収穫作業が重なる

〇雇用が足りないので葉とらずリンゴで対応

〇摘果作業は盆までにやればいい。間に合わないときは薬剤を使える

（５）青森県りんご選果場の労働力不足(2016年調査）

〇作業員の確保ができない。ハローワークで募集をかけても集
まらない。新聞の折り込みチラシを周辺の市町村に入れたが
数人しか応募なかった。やめていっても補充ができない状況。

〇人手が不足して選果機の処理能力以下で運営せざるをえな
い。

〇市街地から離れて通勤が不便な場所は人手不足が深刻。

〇9月～10月までの人手不足が大変。早く選果しないと行けな

い品種や年内に売らないといけない品種が多い時期。農家組
合員の奥さんが中心だが農作業が忙しいときにはでてこれな
い。

〇定年は70歳まで引き上げたが、事故等もあるので出来る人の
み。だいたいは65歳でやめてしまう。

〇賃金を上げた。勤続が長い人の賃金の引き上げも検討。
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（６）農業での労働力不足の一般的背景

①経営要因：規模拡大・専作化・労働集約化、

（機械化・省力化・価格低下との相乗効果）

・基礎条件：労働集約的（一定の技術）

・専作化：単一品目化、閑繁の拡大→作業ピークの拡大

・大規模化：必要労働力の絶対的増加

・機械化：必要な労働力の質的変化（オペレーターが必要）

②家族要因：家族世帯員の変化→農業従事者や手伝い要員の減少

・家族世帯員数の減少・高齢化（少子化、他出）、遠方への就職での他出

・農業従事者の減少・高齢化

・農業後継者不在

③地域要因：地域の農家数・人口の減少

・手伝い・手間替えができにくい（専業農家の増大も追加要因）

④労働市場要因：女性の働く場所の増加、非正規雇用の増加（経済のサー
ビス化）

（７）個々の農家での人手（雇用）不足の要因（１）

●「関係性分析」：４つのサイドから整理

①労働市場での競争条件、②労働市場での就労ルートの特徴
、③雇う側の特徴、④働く側の特徴

①競争条件

・賃金は多くは払えない

・季節的な雇用で年間所得が稼げない

・肉体労働である

・通勤が大変（条件：車の保有等）

・一般的に仕事のイメージが知られていない

＝スーパー等のように日常的に仕事をしている姿にふれる
ことがない

→競争条件が他産業より悪い
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個々の農家での人手（雇用）不足の要因（２）

②就労ルートの特徴

・競争条件が悪い→ハローワークのように制度化されたルートでは
人が集まらない

・同じ時期に同じ職種で求人がでるので農家間で競争になる

・ハローワークには通年で働く希望が多い

・農作業経験がないと何をするかわからない、技術があるかどうか
不安→応募に躊躇する

・短期間に頭数がたくさん必要

→家族・親戚の知り合いや知り合いの紹介等、個別的（非制度的）な
ルートで調達

④雇い方の特徴

・調達できた個々の就業者にあわせた雇用管理を行う（作業内容、
働く時間、休日）

従業員の採用ルート割合（2016年）
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ハローワーク 友人・知人等の紹介

菱沼貴裕「平成２８年度中小企業労働事情実態調査の結果について（概要）『中小企業と組合』
NO.862（2016.12）他
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個々の農家での人手（雇用）不足の要因（３）

⑤働く側の特徴

・働く側にあわせた対応が個別にしてもらえる

→同じ人が継続して働く

・知人関係なので→働き始めるまでの手続きが容易

※ハローワークだと手続きが大変

⑥関係性の特徴＝長期継続雇用

→高齢化や何らかの事情でこれなくなったとき

→人手が足りない

→働く人のプールが薄いのに、知人関係ので探すので新

しい人にきてもらうのに時間がかかる、いつ見つかる
かも分からない

（８）人手不足の変化（まとめ）

・1960年代：給源が変化：農家世帯員→非農家

・1980～90年代：地元に残っている適合性（農家主婦

や農家世帯出身者など、農作業経験がある）のあ
る人たちを雇用

・2000年代～：これら給源が枯渇
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農家雇用の給源の変化
１９６０年代

農家世帯 非農家世帯

農村地域 都市地域

非
農
業
部
門

農
業
部
門

流出

農家雇用の給源の変化
１９８０～９０年代

農家世帯 非農家世帯

農村地域 都市地域

非
農
業
部
門

農
業
部
門

流
出

リゾート、スーパー
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農家雇用の給源の変化
２０００年代～

農家世帯 非農家世帯

農村地域 都市地域

非
農
業
部
門

農
業
部
門

（９）個々の農家の人手不足への対応

①賃金、作業環境、勤務時間等の条件改善

②作付け品目や面積の改善による雇用長期化、作業

ピークの解消

③他の農家、農外企業との労働力の融通しあい

④機械化による省力化

⑤省力的な作業形態へ転換

⑥作付縮小

⑦外国人研修生を活用する
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（１０）国の施策

〇農林水産省「農の雇用事業」

〇農林水産省「農業労働力最適活用支援事業」

〇農林水産省「援農隊マッチング支援事業」

〇厚生労働省「農業雇用改善推進事業」

（相談、助言、指導）

＜青森県＞

・2016年 「援農隊マッチング支援事業」採択

・2016年9月、青森県農林水産部

「平成２８年度第１回労働力確保推進会議」

・2017年5月、青森県団体経営改善課

「青森県農業労働力不足対策協議会」の開催

まとめ

〇農業雇用の確保がさらに困難化＝給源の減少段階
から枯渇段階に入った

〇大規模経営にとっては雇用は不可欠

〇農村に住み続けたい人にとって農業雇用は働く場と
しても重要

〇外国人の雇用が可能になったら：他産業との確保
競争に勝てるか？

〇就業条件の向上、年間所得の確保、作業管理の向
上→地域的なマッチングシステムの整備が重要

〇国の施策：既存人材のフル活用対策

→新規人材の開拓対策（研修制度の拡充）
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第二報告 

農業雇用マッチングシステムの展開事例 

―個別・臨時雇型から地域的・常雇型へー 
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平成29年度 東北農業試験研究推進会議
作物生産推進部会農業経営研究会（夏期）

〜個別・臨時雇型から地域的・常雇型へ〜

今野聖士（名寄市立大学）

農業雇用マッチングシステムの展開事例

１．はじめに

今日、過疎化や高齢化によって農家が短期的な農業雇用労働力
を安定的に確保することが課題に

→個別農家段階ではなく組織的に雇用労働力を募集・調整する仕
組みが必要

しかし、米麦類や酪農の一部作業に関する取り組みしか成立せず
なぜなら、野菜・果樹など技術（経験）が必要な手作業を必要とす
る品目では収穫作業が農産物の品質を左右する

＝そのリスクを負えないと組織的に調整・派遣・受託することが
出来ないから
（野菜の場合は例外的・条件付きで存在）

問題の背景

2
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今野は、農協が農外企業と連携する事で労働力の需給調整能
力を獲得し、「きゅうり」という収穫の際に手作業を必要とする品
目においても、臨時雇用労働力による収穫コントラクター事業
が成立しうることを明らかに

しかし、現在では臨時雇用労働力の確保がより困難に…

臨時雇用労働力を中心とした労働力の需給調整の仕組み
（＝労働力需給調整システム）では対応しきれなくなってき
た

→何らかの対応が必要

問題の背景

3

＜対応策＞

①臨時雇から常雇へ転換し、安定性を高めること…

→常雇に対応した労働力マッチングシステムの形成が必
要に

②さらに、個別農家・個々の事業（選果場等）レベルにお
ける募集・調整が困難に

→地域的な（複数事業を束ねた）労働力マッチングシステ
ムの形成が必要に

問題の背景

4
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すなわち、個別・臨時雇型労働力需給調整システムから
地域的・常雇型マッチングシステムへの転換が求められ
ている

またその際、労働力の需給調整システムの設置主体とし
て農協が重要な役割を果たすと考えられる

→（まだ論証は不十分ですが一般論として）その地域から逃げられな
い・営農継続、振興が組織の存続にとってインセンティブとなるから

問題の背景

5

よって本報告では…
農業雇用労働力のマッチングシステムについて、

“臨時雇型”から“常雇型”への展開
“個別対応”から“地域的対応”への展開

に注目しながら2事例を通じて、現在 野菜・果樹産地で必要

とされている農業雇用労働力のマッチングシステムの機能に
ついて考察したい

報告のメインテーマ

6

30



＜事例①＞

野菜作地帯に位置する北海道・いわみざわ農協の労働
力マッチングシステム

きゅうりの収穫コントラクター事業を個別・臨時雇型マッチ
ングシステムで運営していた

（地域労働市場の逼迫によって）
→農協の青果に関する各事業を包括的に連携させ、地
域的・常雇型マッチングシステムへ転換した例

本文構成

7

＜事例２＞

果樹地帯に位置する旧伊達みらい農協の労働力マッチ
ングシステム

職業紹介事業を個別・臨時雇型で行っていたが、震災後
の状況変化により地域的・常雇型需給調整システムへ転
換した例

本文構成

8
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本文構成

1. はじめに（問題の背景と報告テーマ、本文構成）

2. 野菜作地帯に位置する北海道・いわみざわ農協の労働
力マッチングシステム

3. 果樹地帯に位置する旧伊達みらい農協の労働力マッチ
ングシステム

4. まとめ

9

２．野菜作地帯に位置する北海道・いわみざわ
農協の労働力マッチングシステム

野菜作地帯に位置するいわみざわ農協が実施するマッチングシ
ステムを画期別に分析してその構造・展開を明らかに

当農協のシステムは、2007年頃〜2012年頃まで、コントラク
ター事業内でほぼ完結していた（個別・臨時雇型）が、2014

年からは複数の品目・事業を対象とした地域的・常雇型へと
変化

10
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以下では、画期別にいわみざわ農協の事例分析を行う

①「単独事業調整期」としてコントラクター事業単独で
労働力の需給調整を行っていた時期の仕組みを整
理

個別・臨時雇型マッチングシステムの仕組みを確認
する（2007年頃〜2012年頃）

②「事業間調整期」として農協の実施する青果に関
する各事業を包括的に連携させることで常雇いを可
能とした

地域的・常雇型マッチングシステムの仕組みと展開
を明らかにする（2014年頃〜）

最後にマッチングシステムの機能について考察する

11

１）事例地域の概要と事業実施の経緯
事例地域の概要

農協管内は米とタマネギが中心（取扱高の割合…米が47.6％、た
まねぎが30.0％）
きゅうりは、生産者戸数56戸、作付面積は1844ａ、販売取扱高は2
億6,300万円で、野菜の中ではたまねぎ、白菜に次いで3番目

事業実施の経緯

きゅうりの生産は山あいの旧産炭地である三笠市地域に集中。
当該地域は高齢化が進み、家族労働力に限界＝雇用労働力の
確保状況によってその作付面積が規定
きゅうりは、雇用労働力を必要とする期間が短期間（通常90日
間）・短時間（2〜3時間／日）・きつい（炎天下のハウス作業）ため
作業員の確保が難しい（＝面積減少）
→2004年より農協が地場の運輸業者と共同できゅうりの収穫請
負事業（コントラクター事業）を実施へ

12
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２）個別対応・臨時雇によるきゅうり収穫コントラクター事業
の仕組み

・連携企業の概要と組織構成

事業運営は地元資本の運輸会社（1950年設立）

農協とは1955年ごろから業務提携を開始、2004年以降は、にんじ
んやきゅうりの選果場の作業も受託し労働力を供給

13

「単独事業調整期」

・マッチングシステム形成の経緯

周辺地域の過疎化・高齢化によって熟練した臨時雇用労働力
（いわゆる出面）を雇用することが困難に…
↓

毎年新規に近隣の都市部から募集した非熟練労働者が、臨時
雇用として収穫作業を行うことに
↓
非熟練・臨時雇に対応したシステム構築が必要に
↓

作業員間の能力差が大きく、一定の作業を行う際にかかる時間
が違う…生産者が負担する費用に差がつき、不公平感が生じる
↓
これをクリアするシステムが必要に

14
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・ 「単独事業調整期」のマッチングシステムの機能

①非熟練労働力のフォローアップの仕組み
作業能力差を少しでも均衡できるように、農協側で事前研修を、
運輸業者側でOJT形式で収穫作業の技術指導を実施。受託期間

中も随時巡回して継続的に指導を行うことで、能力差が均衡する
よう工夫

②能力差を吸収する料金設定の仕組み

作業能力差によって生産者負担が上下する時給制ではなく、ハ
ウス１棟あたりで単価を設定する完全請負制をとる

③トラブル対応組織の構築

作業時間に関するトラブルに対応するため、生産者から代表を
選出して「事業連絡会」という協議組織を立ち上げ、問題が生じ
た際に速やかに当事者同士で協議する（能力の苦情や運営側か
らの作業引き延ばしの指摘など）

15

コントラクター事業の組織構成を第１図に示した

16
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「単独事業調整期」のマッチングシステム

17

せっかく非熟練労働力が利用可能になったが、それすら集められなく
なった
＝コントラクター事業以外の選果場等でも同じ悩み

→より安定的労働力を確保するための仕組み作り（常雇型）が必要に

３）農協青果事業の労働力を総合的に調整するマッチング
システムへの変化

農協のコントラクター事業は、個別・臨時雇型から常雇型へ、そして複
数事業をまたいだ地域的・常雇型へと変化

18

「事業間調整期」
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・コントラクター事業運用上の変化と受託実績の推移

・作業内容や組織構成：踏襲

・労働力需給調整システム：コントラクター事業単独による
需給調整
→複数事業による需給調整へと変化

19

第1表 コントラクター
事業受託実績の
推移

・受託戸数は減少傾向
（13/05比61%）だが、受
託ハウス棟数は93%とほ
ぼ変わらず
→作付全体が減少する
中で一定の割合を保つ

・同一経営の中で委託す
る棟数の割合が増えてい
る（48.0%→58.0%）

20

第1表　きゅうり収穫作業受委託事業　受託実績

年度 単位 2005年 2006年 2009年 2013年

2013年

／05年

比（％）

共計出荷面積 a 1,328 1,282 1,226 829 62.4

共計生産者

総戸数
戸

75 72 70 48 64.0

共計取扱量 t 1,632 1,690 1,427 1,053 64.5

受託戸数 戸 18 15 16 11 61.1

受託ハウス数

※注１
棟

64 49 69 60 93.1

戸数で見た

受託事業

利用率
％

24.0 20.8 22.9 22.9 95.5

委託生産者の

事業利用率

※注2
％

- - 48.0 58.0 -

収穫に必要な

一日当たり

人数　※注3

人

42 32 25 21 50.0

１棟・１日あたり

受託金額
円

1,000

※注3

1,237

1,350〜

　1,700

1,450〜

　1,800
-

資料：農協資料および聞き取り調査による

注3）収穫に必要な人数は期間中を通じての平均である

注1）ハウスは約6ｍ×50ｍハウス換算である．期間中収穫棟数は変動するた

め，期間内における平均棟数を示している

注2）委託生産者の事業率は，委託したハウス棟数／委託生産者の全ハウス

棟数である．2005,06年度はデータなし．

注4）2006年度の受託料金は900円から18000円の6段階制であり，この値は

全受託ハウスの平均値である
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・マッチングシステム再構築の経緯

①コントラクター事業だけでなく、農協の複数の事業において、臨時
雇の確保が難しくなってきたこと
↓

農協は徐々に運輸業者に事業を委託。（現在、タマネギ作業、きゅう
りコントラ、きゅうり選果場・にんじん選果場・農作業派遣事業）
↓

しかし各事業は個別・臨時雇（ただし毎年来てくれる人）を前提とした
仕組み

→過疎化・高齢化によって新たな人材の応募が無い中、過年度経験
者に依存した事業運営の方式に限界が見えてきた

21

②農家から、繁忙期に労働力の派遣を要請される機会が増えてきた
こと

・2008年頃からごく限定的な労働力支援を行っていた
・2013年頃から春作業時、労働力の派遣を求める声が大きくなっ
てきた

→派遣の要請が増える一方で、給源が限定されている（後
述）ため要請に応えきれない状況に

→よって 農協青果事業の労働力を総合的に調整するマッ
チングシステムへ変化させる必要が生じた

22
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・再構築以前の各事業形態と労働力需給の状況

第2図（次のスライド）に再構築以前の各事業形態と労働力
需給の状況を示した

23

・運輸業者の担当する5事業…営業1部と営業2部に分かれて運営（部
門間の需給調整はほぼなし）

・農作業派遣を除く4事業では、それぞれ労働力を募集し、事業間の
労働力需給調整もなし

→各事業個別の需給調整

24
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・再構築以後の玉葱センターをバッファとしたマッチングシ
ステム

第３図（次のスライド）に再構築以後の各事業形態と労働力
需給の状況を示した

25

・運輸業者は2014年4月に組織再編

事業毎の運営→１事務所で包括的に運営→事業間で労働力の需給
調整を行う

（コントロールは「玉葱センター」の統括責任者が一括して行う）

26
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・このようにいわみざわ農協のマッチングシステムは、

①きゅうりの収穫コントラクター 「単独事業調整期」
個別・臨時雇型でスタート

↓（臨時雇運営の限界）

②複数事業を組み合わせた仕組み 「事業間調整期」
地域的・常雇型へ展開

＜前提条件＞地域営農支援システム（労働力支援・青
果事業の運用計画）と農協販売部門との綿密な連携

４）小括

27

★本マッチングシステムの機能は…

・個別事業レベルでは、OJT・公平性の担保による臨
時雇による野菜収穫請負を可能に

・事業間レベルでは、常雇化・新規事業の展開・欠勤
の許容

28

41



３．果樹地帯に位置する旧伊達みらい農協の
労働力マッチングシステム

果樹作地帯に位置する旧伊達みらい農協が実施するマッチン
グシステムを画期別に分析してその構造・展開を明らかに

当農協のシステムは、震災前（2011年）まで、単一事業・臨時
雇型職業紹介事業であったが、2012年からは職業紹介事業
が 臨時雇型から常雇型へ、2017年からは職業紹介事業・選

果場・干し柿の加工センターを対象とした地域的・常雇型へと
変化

29

以下では、画期別に旧伊達みらい農協の事例分析を行う
※実際の事業運営は子会社のみらいアグリサービス株式会社

①「震災前期」としてアグリサービスの職業紹介事業の仕組
みと個別完結型の地域労働市場の状況を整理

個別・臨時雇型マッチングシステムの仕組みと地域労働市場
の現状を確認する（〜2011年頃）

②「震災直後期」として冬期間の有力な作業機会である“あん
ぽ柿”を失った状況下の地域労働市場の現状を確認する
（2012年〜2013年頃）

30
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③ 「事業間調整期」として農協が“あんぽ柿振興センター”を

中心として各事業を包括的に連携させることで雇用期間の延
長を可能とした

地域的・臨時雇・常雇型マッチングシステムの仕組みと展開
を明らかにする（2017年頃〜）

最後にマッチングシステムの機能について考察する

31

１）事例地域の概要

・旧伊達みらい農協の概要
当農協は、福島県中通りの県北地域にある果樹・青果を中心とした農協
1995、1997年に合併して旧伊達みらい農協に、2017年さらに合併、現 ふくしま未来農
業協同組合伊達地区となった。旧伊達みらい農協管内 正組合員数は9324戸、販売高
80億円超

管内の概況…耕地面積は6450ha、販売農家戸数は4899戸、経営耕地面積規
模別に見ると1〜2ha層が最多

DM農協販売高の概況…DM農協は原発から70kmほどに位置するが、原発事
故の影響を受け生産の自粛や価格の下落等の影響

震災前の状況…ももが30億円と大きく全体の27％を占め、表出していないが果実全体
では6140億円・56％と大きくなっていた。次いできゅうりとあんぽ柿が18億円（野菜全体
では3096億円、28％）、イチゴが7億円弱、米が5億円弱

2012年は10年比で見ると全体で68.6％まで減少するなど大きな影響を受けている。特
にあんぽ柿は生産を自粛したことにより、販売がゼロとなっている。2014年は幾分持ち
直して10年比80.9％となっているが、風評被害による単価の下落が影響
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★本事業で鍵となる あんぽ柿について

・あんぽ柿

福島県伊達市発祥の干し柿の一種。ころ柿などとは異なり、半乾
燥状態（半生和菓子のよう）
乾燥後、硫黄で燻蒸することで保存性を高める

11月～2月があんぽ柿の生産・出荷の最盛期
あんぽ柿の加工…降雪期の貴重な作業だったが
震災の放射性物質の影響を受け、2年間生産自粛

→労働市場に大きなインパクトを与えている（詳しくは後述）

あんぽ柿は加工再開モデル地区制度で一部再開のレベル

※原発事故対応、とりわけ損害賠償や除染作業に関しては、既に多くの文献があり、紙幅の都合もあるため本報
告では触れない。
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２）事業実施の経緯

・北海道の地方部のような…遠隔・過疎地域ではミスマッチが深刻
⇔ 福島県伊達地区…比較的恵まれていた

地方都市である福島市に近く、自給・兼業農家も多い…労働力調
達が可能だった

とはいえ、今後労働市場の縮小化が考えられたため、農協が子
会社（みらいアグリサービス株式会社）をつくり、その一事業として
職業紹介事業を実施

→当初はそれほど需要がなく、農協側から農家へ利用を呼びか
けたほど

35

・2011年3月の東日本大震災とそれに伴う原発事故で一変
農家への作付自主規制の実施
復興需要による有効求人倍率の上昇

→労働力が農外へ流出？

・個人ベースで行われていた労働力の需給調整の仕組みはダ
メージ → 再構築が必要に

具体的には…個人で複数作業を行って通年作業確保
↓
農外への流出で逼迫＋冬期間の基幹作業「あんぽ柿」の喪失
↓

組織的に雇用をつなぐ取り組み＋組織的にあんぽ柿作業を復活
する必要性
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結論を先に言えば、

①農業雇用労働力の需給調整を行う職業紹介事業を活発化
②あんぽ柿の加工を農協の施設で受託して冬期作業を確保
③あんぽ柿加工施設・もも選果場・職業紹介事業で事業間調整

→ 個別・臨時雇型から地域的・常雇型へ

結果として…

生産振興＋冬期間の作業確保＋作業員を通年雇用を可能とす
るマッチングシステムを形成

37

「震災前期」
３）職業紹介事業の仕組みと個別完結型の地域労働市場

・職業紹介事業は農協子会社のみらいアグリサービス株式会社の事
業

・伊達みらい農協によって2006年に設置されたJA出資型農業生産法人
６つの事業を行っている…本報告で関連のある2事業を紹介

・あんぽ柿加工事業：原料柿を農家から買い付け、皮むき・乾燥といった加工を行う
堅調な需要 ⇔ 高齢化等によって農家の生産量が伸び悩む

・職業紹介事業：労務希望者と、短期的な農家の雇用労働力需要をマッチングさせ
る事業

60名弱の労務者を随時調整・紹介
震災以後：地域労働市場が逼迫化＝需要拡大

⇔登録労務者は減少
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・アグリサービスが職業紹介事業の認可を受けて、予め登録した労務希
望者と、労務者を希望する農業者の間を取り持ち紹介する事業

手数料7.2％を徴収する職業紹介事業

契約形態は農家と求職者間の直接契約（農協は紹介状を都度発行）

基本的には1日ごとの都度契約

直近の実績（2015年）…求人件数268件、登録者数は約100名、そのう
ち実際にほ場作業を行ったのは約56名（うち常用的40名）、延べ就労
日数は6,183人日

時給制750円／h （早朝作業の際1,050円／h）
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41

延べ就労日数の実績から…震災前は各実績が横ばい～やや増
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43

•職業紹介事業における雇用連続化の状況
主な作業

3月中旬～6月中旬 ももの各管理作業
6月中旬～7月末 ぶどうの管理作業
7月中旬～8月中旬頃 もも収穫及び選果場作業
8月下旬～9月中旬 野菜作作業

3月中旬から9月中旬までは作業が連続化
特に6月から9月の間は登録労務者全員が就労する繁忙期

このように、職業紹介事業の労務者

の通年雇用化は、農協主導ではなく

農家による仕組みだった

＝夏期（管理作業・収穫作業）＋冬期

（あんぽ柿の加工）
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「震災前期」（のまとめ）
・本地域は農村に労働力が一定程度滞留（兼業農家や自給的農家が
多）、福島市という地方都市に隣接
→地域労働市場は（比較的）大

・農協は「アグリサービスによる職業紹介事業の登録労務者」「各選果場
の労務者」を個別に雇用

・選果場労務者は短期雇用…冬期間は遊休

・職業紹介事業は需要小

・農家直接雇用あり…冬期間あんぽ柿の作業で長期雇用
→個別農家レベル・被雇用者レベルにおける作業の長期化

・あんぽ柿の加工作業は高齢化によって徐々に縮小傾向
→補うため、ごく一部がアグリサービスで加工（1.5%）

45

「震災直後期」
４）震災によるマッチング分断と地域労働市場の状況

• あんぽ柿の生産自粛2年間（フォールアウトによる）
冬期間の有力な作業喪失…長期雇用難しく
あんぽ柿の加工再開しない農家も…加工代替する仕組みが必要
に

• 復興需要による有効求人倍率の上昇等
農外への労務者吸引
個別農家による直接雇用が難しく
→職業紹介事業の需要が拡大・登録労務者は減少
選果場労務者も充足が難しく
→被雇用者にとって働きやすい環境作りが（＝雇用の長期化）必
要に
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★職業紹介事業が急拡大した理由

・福島県の有効求人倍率

2011年以前：全国平均 ー0.10～ー0.20ポイント

震災以後：全国平均を上回る水準に
震災後復興需要等によるもの

相対的に低賃金である農業から他産業へ労務者が移動？

紹介事業の需要は増加 ⇔ 就労登録人数は半減
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49

★需要拡大の状況

「事業間調整期」
５） “あんぽ柿振興センター”を中心として各事業を包括的
に連携させた地域的・臨時雇・常雇型マッチングシステムの
仕組みと展開

• あんぽ柿の生産は震災前から縮小傾向であり、農協がごく一部の
加工を行っていた（18t）

• 震災後あんぽ柿の加工を再開しない農家もあり、加工代替する仕
組みを構築

→あんぽ柿振興センター（あんぽ柿加工場）
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加工施設設置の経緯：あんぽ柿生産者の高齢化や後継者不足に対応す
るため

あんぽ柿加工選別包装施設「あんぽ工房みらい」2016年3月設置

パッケージ機能：年間約450ｔ

農家で乾燥された包装前のあんぽ柿を受入、選別・包装（10t／日・以
降GP機能）

加工機能：年間約100ｔ

原料柿を買い付け、皮剥き・硫黄燻蒸・乾燥・包装等の一連の加工を
行う（1t／日・以降加工機能）

53

震災前水準（約1200t）の45％程度を施設で賄う

加工機能は減圧乾燥機を用いるため短時間での加工が可能

30日間の乾燥 → 14日間に

約1ヶ月分の処理量である80tを保存できる氷温倉庫も

選果・皮むき・乾燥といった各工程で機械化・省力化…高度な技術を習
得しなくとも作業に従事することが可能

2016年実績、乾燥後重量換算で GP25t、加工68t

キャパシティは、加工70～80％、GPは数％でまだ余裕あり

金額比のセンター経由率11％
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★あんぽ柿加工事業拡大による労働力需給調整の仕組み

• 労務者等の状況施設の運営はアグリサービスが担当

• 労務者は最大68名、職員5名の計73名

• 作業時間は8:30〜17:00、残業あり（状況により2〜3h）

• 年代は60代が8割

• 約２／３がももを中心とした農協選果場で働いている（いた）方。残りの
約１／３は新規の労務者

• 途中10名程度離職、想定内

• 4名が職業紹介事業から従事

55

• 各々の稼働時期と被雇用者にとっての安定性（＝常雇化）を考えた
対応によるもの

• ももの選果場は管内に5箇所あり、7月下旬～9月中旬の収穫期には
農協が直接雇用したパート作業員約120～150名が働いている

• 震災後はパート作業員だけでは賄いきれなくなり、最盛期の7月末
～8月中旬は農家の出役（期間中2～3日）、農協職員の出役（期間
中2日に1回）が組まれており、1日あたり約20～30名が出役している
状況

→ 非常に逼迫
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• 選果場における労務者を安定的に確保することは至上命題

• ももの選果場で働く120名のうち約半数の60名
→あんぽ柿の施設で雇用することで作業期間を長期化させ、被雇用
者にとって安定して働くことの出来る環境を提供
→安定的な雇用労働力の確保に繋げようとしている

• あんぽ柿加工施設は10月末～2月末まで稼働

12月中旬～1月10日頃に作業ピークあり

常時雇用する人員 28名

11月9日頃から2月末まで雇用する人員 24名の2シフト制

57

・もも選果場労務者の遊休期間が縮小

・職業紹介事業の作業員のうち数名もあんぽ柿加工施設で従事
→人数は4名と少ないがほぼ通年化を達成

→農家における加工事業が縮小する中で今後も人数の拡大と位置づけ
の拡大が見込まれる
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★このようにアグリサービスのあんぽ柿加工事業は、

農家の高齢化・生産自粛によるダメージを背景としながら、生
産の振興を図ると共に、各選果場で雇用している労務者の雇
用の長期化を図ることで、より安定的に労務者を確保しようと
する取り組みにも寄与している。

さらに…（試験的）雇用長期化を模索

あんぽ柿の加工作業が終了（2月末）～もも選果場の稼働開
始（7月下旬）までの間、約45名の作業員は遊休だった
→本年度より一部品目のGP作業で繋げる取り組みを開始
イチゴのパッケージ作業（3月上旬～6月中旬）など

59

７）アグリサービスによる職業紹介事業・あんぽ柿加工事業
を中心とした農業雇用労働力のマッチングシステムの展開

• ここまで見てきたように、本事例では職業紹介事業・あんぽ柿加工
事業を中心とし、一部選果場の労務者を取り込む形で雇用期間の
延長・安定化を実現していた

• この労働力需給システムを概念図にしたのが第７図ABC
この図を元に本労働力需給調整システムの取り組みについて考察

順を追って
前掲第2図（震災直後）
A（あんぽ柿一部生産再開・GPセンター設置）
B（雇用長期化）
C（GPセンター機能拡張・端境期対応・さらに長期化）
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★職業紹介事業のまとめ

• 数日・数人日のスポット需要を集積することで、地域労働市場が逼迫
する中で雇用者・被雇用者両方に安定的な労働力・作業期間の確保
をもたらす取り組み

• 夏期は果樹、冬期はあんぽ柿の加工を行う事で、不完全ながらも雇用
の長期化を可能としていた
→安定的な作業期間の確保は、被雇用者の毎年の継続による安定性
を確保し、経験の蓄積による高技能化をもたらす
⇔新規参加者を教育するシステムが無いため参入障壁が高く、新規
参加者の定着度が低い

65

★あんぽ柿加工事業のまとめ

• あんぽ柿加工事業が大幅に拡大…冬期間の作業確保が可能に

• ももの選果作業のみでは2～3ヶ月程度であった作業期間が、あんぽ
柿と組み合わせることによって、11月～2月の間も確保することが出来
るように

• 10月は遊休期間が出来てしまうが、従来の2～3ヶ月に比べて選果場
労務者の雇用期間が延長
→一定程度安定的な労務者の確保が可能になると考えられる

• 加工事業は選別も含めて機械化…高度な経験不要・職業紹介事業
より参入障壁が低い

• 萌芽：あんぽ柿加工・GPセンターで端境期の作業を確保する取り組
みを開始…通年雇用化へ
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以上から…

伊達みらい農協における農業雇用労働力の地域的需給調整
システムは、震災以降の逼迫した労働市場に対応するため…

①職業紹介事業内部において複数作業を組み合わせた作業
期間の長期化

②個別農家によって行われていた、夏期と冬期（あんぽ柿加
工）の労働力需給調整を農協がセンター化して取り込むことで、
同様に逼迫化しつつある選果場労務者の雇用を長期化

することによって、被雇用者の雇用条件を改善し、労務者の安
定性確保へ繋げる仕組みを構築していた

67

すなわち…

震災によって、個人ベースで接合されてきた夏期農作業と冬季
あんぽ柿加工作業、選果場労務等が、農協による職業紹介事
業とあんぽ柿加工事業という二つの事業展開よって、一部では
あるが組織的に接合する仕組みとして構築されている
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当初、個別・臨時雇型から始まったアグリサービスの実施するマッ
チングシステムは…

・あんぽ柿振興センターを中心とした地域的調整によって、雇用の
長期化・既存の選果場労務者のフル活用

を可能としていた

マッチングシステムの持つ機能
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労働力マッチングシステムの展開

・需給接合（能力小）
・単独作業の組み合わせ
による作業の（一部）連
続化

・単独事業内の需給調整
（調整範囲狭い）
→作業の連続化に限界
→被雇用者の安定確保に
限界
→マッチング能力の限界

機能

限界

・複数事業間・作業間の調整に
よる労働力需給幅の拡大（地域
的調整）
→被雇用者の安定的確保（常雇
化）

臨時雇型 常雇型

・地域的調整・常雇化による限
界の突破

→マッチングシステムの能力拡大

４．まとめ
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①人材開拓機能（新規人材・既存フル活用機能）

地域の人材を新たに雇用＝農家との競合
→新規人材の開発による要員の増員が不可欠
→マッチングシステムによる雇用の長期化・平準化によって農外
セクターの人材を開拓

そのためには、既存事業で“待ちの募集”ではなく、各事業間連
携・新規事業・農外企業との連携も含めた事業・機能の拡大が必
要（地域を総体的に捉える…誰が？）

既存労務者を遊休させず、作業の連続化をすすめることも重要

マッチングシステムの持つ機能

71

②技術研修機能
③公平配分機能、突発的な休みに対応

派遣会社とは異なり、一定の期間・連続して作業にあたる常雇型
人材の拡大は…

労務者の技能レベルを向上させる（⇔報いるシステムがあるか）
欠勤・募集不調時にカバーが可能

農家の人脈・コミュニケーション能力・縁故によらず、募集・分配が
可能
→トラブルに対する対応窓口の機能・給与等を含めた平準化

※今回の事例では実証できていないが…

④通勤支援機能：早朝、公共交通機関で移動しにくい、わかりにく
い場所、広域移動時の事故防止 等の機能

マッチングシステムの持つ機能
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第 2 報告質疑 
 
東北農業研究センター・稲葉研究員 東北農業研究センターの稲葉です。ありがとうござい

ました。ハローワークなどの制度化されたものでの募集は難しいという話がありましたが、

マッチングシステムでは、どのようにして働く人を募集されているのですか？ 
 
名寄市立大学・今野講師 はい、岩見沢の方も福島の方も今まではチラシで募集するなどと

か、ハローワークなどで募集することが多かったのですが、ここ 5 年くらいはほぼそのル

ートでは募集しても応募者がゼロという状況になっております。このため今選果場にいる

人をいかにつなぎ止めるかっていうことが中心になっておりまして、選果場で短期間働い

ている人を、出来れば常雇になりませんかと勧誘し、常雇に引き上げるという形で募集をし

ています。それでも足りない場合には一部派遣会社に頼んで派遣してもらうこともあるそ

うですけれども、基本的には今いる方をなるべく常雇型に引き上げるという作業を行って

いるのが中心になっていると思います。 
 
東北農業研究センター・稲葉研究員 この地域内として、今いる方で十分に労働力はまかな

えている現状ですか？ 
 
名寄市立大学・今野講師 足りないは足りないのですが、やはり単独事業内でやっていると

どうしても足りないので、時期がずれているときにこっち側に移動してという形になって

いますので、もしこれが 10 年間そのまま新しい募集がないって形になりますと、どんどん

どんどん目減りしていって能力は小さくなってしまうと。そういった意味で、今回福島で行

われている形ですと、通年にはまだいかないのですけれども、雇用期間が 3 ヶ月だったも

のが 6 ヶ月 7 ヶ月になっていますので、今回新しく 20 名程度それであれば働いてもいいと

いう方が入ってきています。ただ 10 名程度は辞めてしまったのですが、それでも今までゼ

ロだったものが 10 名残ったというだけでも 1 つ大きな変化ではないかなと考えています。 
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第三報告 

ＪＡいわて中央・労働力不足の現状と対応 
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1

２９年度 農業経営研究会（夏期）資料
「平成２９年７月２７日」

『ＪＡいわて中央・労働力不足の現状と対応』

Ⅰ．ＪＡいわて中央の現状①

１．組合員数
・正組合員数は１５年間（Ｈ１１～２６年）で△2,500名・約２０％減少。

・準組合員は2,100名増加。正組合員から準組合員へ切替、退会。

・年々、組合員数は減少傾向。

２．販売事業①
ＪＡ合併時より１５年間（Ｈ１１～２６年）で取扱金額が６７億円（約４０％）減少。
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Ⅰ．ＪＡいわて中央の現状②
２．販売事業②（品目別）

・平成11年に販売額166.8億円が、26年には99.5億円まで減少。

・特に40％以上減少は、米△45.2億円、果実△6.2億円

菌茸△2.6億円、花卉△1.3億円。

・21年から26年の５年間も、同品目が減少著しい。

３．品目転換への農家意向
（H27.9月ｱﾝｹｰﾄ結果より）

設問11 米以外へ取り組んでいる品目。
・既に取り組んでいる場合、穀類は
個人49％に対し、組織は81％と高い。

・園芸特産は個人35％と高く、組織は16％

と転換率が低い。

設問12 これから取り組む場合の品目。
・個人は、既に取り組んでいる場合と比較し、

穀類の比率が増加し園芸特産が減少。

・組織は逆に、穀類が減少し園芸特産が増加。

・傾向として機械化できる品目へ転換意向は

強いが、組織ほど収益性を重視。

Ⅱ．課題①
１．就労者高齢化

ＪＡいわて中央管内就労平均年齢 ６５．６３歳（２７年度アンケート結果）

２．担い手不足の加速化
（2005･2010年農林業センサス）2010は玉山区を比率控除値

①専業農家戸数

Ｈ17年･９０４名（１１％）⇒H23年･886名（14％）

②自給的農家戸数

Ｈ17年･１，３８２名（１7％）⇒H23年･1,929名（30％）

・専業比率向上は、小規模農家急減化によると推察。

・自給的農家戸数は、１０年間で1.4倍に急増。

③５～１５年後の空白時期

（主力就農者） （想定後継者）

・ ５年後（65歳＋ 5） ７０歳 ５０～５５歳

・１０年後（65歳＋10） ７５歳 ５５～６０歳

・１５年後（65歳＋15） ８０歳 ６０～７０歳（定年帰農）

．
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Ⅱ．課題②
３．営農体系の二極化

①法人化、集落営農の増加

機械作業は効率化され、草刈り等の人員作業が困難。

設問７規模拡大するに当たっての課題は

何ですか？
(27年ｱﾝｹｰﾄ結果）

②果菜類・果樹類生産の衰退

機械化が難しい品目、高品質・

個選品目は減少懸念。

③ＪＡ組合員加入率の低下

農地集積に伴う、出し手小規模農家が組合員退会意向。
いわゆる、土地持ち非農家の急増。

Ⅲ．対応策 ４項目

対応策① 農家組合への支援

ＪＡいわて中央管内 農家組合数２４４組合・戸数１０，１７１戸 （正7,999、准2,172）

１農家組合平均戸数４１．７ （最大137、最小2）

農家組合支援ＪＡ職員数３４０名 （１～２名／組合）

対応策② 無料職業紹介所設置

平成２９年２月より稼働 労力支援センター３名体制

対応策③ 海外農業研修生受入

・研修生制度の精査と検討中。

・農産物輸出販売 Ｈ２１年～タイ（８年継続、りんご主体に加工品、根菜類他）

Ｈ２８年～ベトナム開始（りんご）

対応策④ 出荷規格の簡素化・効率化・差別化
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Ⅲ．対応策① 農家組合への支援

１．体 制

①平成１１年、ＪＡ広域合併当初より体制を構築。

②各農家組合は、組合長、営農部長・生活部長の２部制により活動を実施。

③ＪＡ正職員３４０名が組合事務等をサポート。（集落営農、環境保全活動等含む）

２．内 容
①ＪＡが総額5４，６４８千円を活動項目により助成措置。（１組合平均２２５千円）

１）総会助成 １０％ （組合総会開催時助成）

２）営農活動助成４０％ （１項目10％ ①地域営農ビジョン ②集落営農 ③農地・水環境保全

④農業・農政勉強会 ⑤園芸作物共同栽培）

３）生活活動助成２５％ （１項目 ５％ ①イベント開催・さなぶり等 ②食農教育・学童農園等

③健康管理活動 ④地域住民との交流活動

⑤ＪＡが発信する広報普及 ⑥家の光購読

⑦日本農業新聞購読）

４）研修助成 ２５％ （研修会開催時助成）

Ⅲ．対応策① 農家組合への支援
②ＪＡ職員の支援

１）必須項目 ２項目－総会の開催・研修会開催

２）上級対応 集落営農運営（業務用野菜導入）・地域マスタープラン作成。

３）最上級対応 農地・水環境保全活動支援・農地中間管理事業集落内調整

３．課 題
①農地貸付の増加

現在、事業の大半が水田

畑地、果樹園は借り手が少ない

②山間部（基盤整備不実施地区）の

耕作放棄が増加

③個人から集落営農、そして法人化への誘導

・地域により特徴が異なる。

（都南地区は全域を１法人化、９５５名・９６０ｈａ）

・集落営農を目的に農家組合の再編

・平坦地、山間地別、柔軟な手法対応

ＪＡ管内、農地中間管理機構実績　平成29年6月末
①耕地面積（ha） ②貸付地（ha）比率（②÷①）

盛岡市 8,770 626 7.1%
矢巾町 2,730 388 14.2%
紫波町 5,620 287 5.1%
合計 17,120 1,301 7.6%
※耕地面積農水省わがマチわがムラ参照、貸付地・岩手県農業開発公社提供

※盛岡市実績は旧玉山区を含む

ＪＡ管内、集落営農体・農業法人数　平成29年3月末
集落営農体 農業法人 合　　計

盛岡市（旧盛岡市） 0 2 2
盛岡市（旧都南村） 0 1 1
矢巾町 22 8 30
紫波町 27 14 41
合計 49 25 74
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Ⅲ．対応策② 無料職業紹介所設置

１．経 緯

①平成２８年４月、ＪＡ機構改革により、労力支援センターを新設。（職員３名体制）

②平成２９年２月、厚生労働省より無料職業紹介事業認可。

③既存グリーンヘルパー事業と合わせて求人・求職登録斡旋を実施。

２．実 績
・当初申込実績 （求人者）３７件・８３人 （求職者）２１人

無料職業紹介所利用状況　平成29年7月4日現在
求人者 求職者

申込 ３７件　８３人 ２１人
紹介 　　　　　１５人 １５人
取り下げ 　　　　　３２人 ４人
現在残 ２０件　３６人 ２人

品目別求人者明細
求人者

果樹 １８件　
野菜 １４件　
花卉 ３件　
菌茸 １件　
米 １件　
合計 ３７件　

Ⅲ．対応策② 無料職業紹介所設置

３．課 題
①求人数増、求職者減 特に非機械化の園芸品目で求人数が増加傾向、一方求職者は長期間雇用

意向が高くマッチングしにくい。

②雇用管理 現業務は紹介に留まり、雇用労務費事務は求人者が行う。

管理事務まで一貫した業務内容を求人者が強く要望。

③ＪＡの作業受託 求人者（農家）は作業繁忙期の雇用、求職者は長期安定的労務の要望であり、

マッチングには調整機能（受託会社等）が必要となる。

また、地域特性を捕らえた柔軟な対応。（盛岡市近郊は求職者多いが時間制限あり）

④天候等に左右されない 管内は露地主体の栽培体系であり、天候により作業中止や雨具使用等過酷な労働

条件となる場合がある。農家に対し複合品目栽培提案、施設栽培の導入により作業

環境の改善も必要。
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Ⅲ．対応策③ 海外農業研修生受入

１．目 的

①5～15年後（H32年～42年）の就農者減少時期、大規模化への労力確保。

②園芸品目の作付け促進対策、集落営農での共同作業確立。（法人化）

③海外輸出時のサポーター的役割。

２．日本における外国人技能実習生（海外研修生）の実態
（法務省資料）

①H24年時点で海外研修生在留人数は15万人。

70％が中国、次いでベトナム。

②毎年、新規研修生の入国者人数は９万人を超える。

③H23年に急減しているのは、東日本大震災により

原発事故による放射能事故を不安視し帰国者が

増加した為。

※ H27年、全体在留人数は１８万人弱と推察。

国別比率は、中国が減少、ベトナム・カンボジア等

東南アジアが増加。

Ⅲ．対応策③ 海外農業研修生受入

３．農業分野での外国人技能実習生（海外研修生）の実態
（JITCO資料）

①在留人数は15万人中、農業分野は0.7万人で

分野別３位。増加傾向が最も高い。

②農業関係は２職種６作業。（H27.11に果樹新設）

うち、施設園芸50％、畑作・野菜30％、畜産20％

※ H27年、農業分野の在留人数は

1万人弱と推察。
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Ⅲ．対応策③ 海外農業研修生受入

４．研修制度のタイプ

企業単独型と団体管理型の２タイプがある。

農業研修生の場合は、団体管理型となる。

５．各機関の役割

①（制度支援・点検・調整）
公法益財団人
国際研修協力機構

②（人材求人・研修・送出）

③（研修・実労）

④（受入・研修実施）

⑤（入国手続・人材管理）

⑥（入出国審査・監査）

ＪＡ・事業組合

農家・法人

海外人材企業

ＪＩＴＣＯ

研修生

仙台入国管理局

（雇用契約）

（管理・指導）

（求人・研修）

（契約・連携）

重要・キーマン

Ⅲ．対応策③ 海外農業研修生受入

６．研修生制度しくみ

72



2018/2/5

8

Ⅲ．対応策④ 出荷規格の簡素化・効率化・差別化

１．簡素化内容（生産維持）

①キュウリ ９規格（AL・AM・AS・BL・BM・４本袋・摘果・Ｃ・ネット）⇒

６規格（Ａ ・ AS・ ４本袋・摘果・Ｃ・ネット） ５㎏箱は５種類が２種類に大幅に効率向上

②新品目（ズッキーニ） 最大６種別 ２等級・３階級（AL・AM・AS・BL・BM・BS）

２．効率化内容（規模拡大）

①ダンボール箱⇒サンコーコンテナ （キャベツ・レタス・ネギ・きゅうり他）

ＤＢ組立省略、圃場で直接箱詰め。

３．差別化内容（経営安定）

①規格少量化 ミニトマト ２００ｇパック⇒１５０ｇパック （スーパーでは量目表記なし、単価変わらない）

ネ ギ Ｌ３本・Ｍ４本束⇒Ｌ２本・Ｍ３本束 （核家族化を意識）

②価格固定 キュウリ ７００ｇＣ品袋（190円/袋・約270円/㎏） 袋に調味料を印刷、セット販売。

③下位等級有利販売 花束（茎長の短い花卉を束ねてラッピング、フォーマル・カジュアル２タイプ）

４．ＪＡの推進対策

①いち・いち・ワン運動 一割増反、１品目追加栽培、県下Ｎｏ１の販売単価

②ザ・ベスト（受注生産） 主要４品目で、こだわり品取り組み（キュウリ・トマト・ミニトマト・ネギ）

Ⅳ．今後の構想

１．多種多様な体系構築 ①個人、組織完結型 （農家組合共同作業）（無料紹介所）（海外研修生）

②作業受託型 （ＪＡ受託会社化）（農業法人・担い手農家受託作業）

③ＪＡ等一括管理型 （農地管理目的に機械化可能品目により農地を維持、受託料）

④作業種別分担型 （得意的農家へ集約、パート雇用、ノルマ制給与ｅｔｃ）

２．主眼点は販売 ①実需者と生産者結びつけコネクション化 （契約栽培・受注生産・地域、個人指定）

②消費地での商品パッケージを産地で受注（パッケージセンター、海外研修生、雇用時間）

③ＪＡの共選共販から個選共販への変革（生産意欲向上、責任感、使命感）

３．肝はＪＡ職員 ①農家組合から農業法人への誘導（ＪＡ支援担当職員）

（法人のメリット） ・海外研修生制度の有効活用（効率的作業配分）

・品目別栽培圃場の集約化、効率化

②耕作放棄地防止、土地持ち非農家の労働力としての活用（集落内労働作業分担）

③販売主点による作物転換と情報伝達のスピーディ化（敵人適作、消費ニーズ把握）

（百姓⇒百匠）
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第四報告 

リンゴにおける加工・業務用果実と生産の省力化
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National Agriculture and Food Research Organization

農業・食品産業技術総合研究機構

農研機構は食料・農業・農村に関する研究開発などを総合的に行う我が国最大の機関です

リンゴにおける加工・業務用

果実と生産の省力化

東北農業研究センター

長谷川 啓哉

はじめに①

〇リンゴ作経営の大規模化、家族労働力の減少、
農家起源の雇用労働力の高齢化等々の労働力
不足により、リンゴ作の省力化が従来よりも一層
求められている。

〇薬剤摘花摘果、無袋栽培などの省力技術はあ
るものの、生食用のリンゴ生産では、省力化に限
界がある。中でも収穫作業の省力化は課題のま
ま残っている。

〇目立った省力技術のない中で、収穫作業の省
力化は選別も合わせたシステムの合理化が問
題となると考える。
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はじめに②

〇リンゴ作はこれまで贈答品など、生食用の高級
品を指向してきたことから、等階級も複雑であれ
ば選別システムも複雑。

〇これに対し、近年需要増加、市場拡大を図る立
場から加工原料用リンゴの生産、販売が現地で
も政策的にも図られてきている。

〇産地の労働力が根本的に減少していることを
考えれば、加工を経営や産地戦略に取り入れ、
限られた労働力で収益の極大化を追求していく
必要がある。

はじめに③

〇ただし、加工と一口に言ってもジュース、ジャム、
カットリンゴ、プレザーブ、シードル等々様々であ
り、それに対して生産のあり方もいろいろあり、選
別もいろいろあると考えられる。

〇そのような「いろいろ」を整理するとともに、加工
を取り入れることで経営や選別システムをどのよ
うに再編成する可能性があるのか考察したい。
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リンゴの選別と加工の費用

果実の選別と加工

収穫

山選果

農協・移出商
等選果

卸売市場

格外 （生食向け 加工向け 廃棄）

出荷

出荷

格外 （加工向け）

搾汁メーカーへ

選果費用、手数料、
運賃等発生

選果費用発生

販売力があれば直販販売なければ加工用とし
て農協出荷または加工品専門産地商人へ販売
→加工品出荷は農家の販売力との代替関係
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果実の選別と加工（事例）

収穫

山選果

農協・移出商
等選果

卸売市場

格外 （生食向け 加工向け 廃棄）

出荷

出荷

格外 （加工向け）

搾汁メーカーへ

選果費用、手数料、
運賃等発生

選果費用発生

50.6％
49.4％

32.9％ 16.4％

46.4％
4.2％

リンゴ産地の1農家のふじの例

販売力があれば直販販売なければ加工用とし
て農協出荷または加工品専門産地商人へ販売
→加工品出荷は農家の販売力との代替関係

加工生産の収支イメージ

経営概要
リンゴ作規模 15ha

1戸1法人型経営
粗収益6,268万円
生産量 14000箱/20kg

うち加工 1400箱/20kg

主な加工品
ジュース、ジャム
加工品生産は委託
販売方法は直売所、宅配
（インターネット等利用）

大規模経営における加工生産の収支試算

高く売る（新需要創出）か、安く
作る（革新的省力体系）か

↓

いずれにせよ販売・流通も含め
たビジネスモデルとして考える必

要がある
↓

生産方式もビジネスモデルの一
部としてみる
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加工対応先進事例から

生産方式を類型化する

加工対応先進経営の事例

経営名 Ａ経営 Ｂ経営 Ｃ経営 Ｄ経営 Ｅ経営

経営形態

個別家族経営
（他に農作業受託法
人、バイオマス関係
法人）

農園：個別家族経営
加工：株式会社（共
同出資・出資比率
32％）

株式会社（1戸1法人
型）

株式会社（協業型）
株式会社（1戸1法人
型）

主要植栽
樹種

リンゴ リンゴ カンキツ（晩柑中心） カンキツ（温州ミカン） モモ、ブドウ、カキ

園地規模 13ha 8ha 23ha 6ha 6.3ha

労働力
家族3名
常雇5名
パート12名

農園：家族1名
　延べ900人日

加工：社員7名
　パート28名

役員4名
正社員4名
パート14名

役員8名
正社員28名
パート11名

役員2名
正社員4名
パート1名
季節アルバイト10名

販売額 2300万
農園：1260万
加工：1億4400万

2億 6億2500万 9500万

加工商品 加工原料紅玉
カットリンゴ
カットフルーツ

河内晩柑他シャー
ベット(果汁率60％)
河内晩柑他果汁

糖度12％以上ジュー
ス
糖度13.5％以上
ジュース
黄金ジャム
てまりみかん
味一ジュレ（91％果
汁ゼリー）
みかポン（ミカンポン
酢）
味一ジュレしてまりイ
ン

モモジュース
黄金モモジュース
ブドウジュース
モモジェラート（20品
種）
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Ａ経営のビジネスモデル
搾汁メーカーとの契約による加工向け紅玉生産

提供価値
契約にのっとり生産された高糖度紅玉

生産方式
紅玉の省力栽培(樹上結実

管理作業の省略栽培)

販売方式
搾汁メーカーＳ社との契約生産

成果
加工紅玉販売
約1000万円

加工導入目的
・搾汁メーカーＳ社
からの働きかけ

・収益部門の確立
（生食リンゴの低収益性）

Ｓ社向け加工原料紅玉

Ｂ経営のビジネスモデル
商社（仲卸出自）とのパートナーシップによるカットリンゴ市場の創出

提供価値
簡便な形で衛生的に摂食できる果実の提案

生産方式
外観に拘らない省
力生食向け栽培

葉とらず栽培
無袋栽培

調達方式
自園地

周辺農家
農協（調整弁）

加工方式
Ｍ社との共同出
資で加工工場
独自の褐変
防止技術

個包装機械

販売方式
学校給食会との

取引
Ｍ社の営業によ
る自販機、スー
パー等の顧客拡

大

成果
加工売上 1億3900万円

加工導入目的
・新規事業に対する

経営主の意欲
・小玉果の活用

カットリンゴ・カットフルーツ

商社（仲卸出自）とのパートナーシップ
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Ｃ経営のビジネスモデル
すそもの加工品の自社工場生産による省力カンキツ栽培方式の完成と自社ブランドの創出

提供価値
長期保存可能なカンキツ加工品

添加物のほとんどない高果汁率のシャーベット

生産方式
外観に拘らない省
力生食向け栽培
河内晩柑の木成

り栽培

加工方式
自社加工施設

ＩＳＯ9001を取得
クリーンルーム

冷凍庫

販売方式
学校給食会との取引

（生食用ルート）
チェーン居酒屋との

直接取引
インターネット，ＤＭ

成果
居酒屋への加工品販売
2000万円

加工導入目的
・河内晩柑の
すそもの処理

・学校給食への対応

河内晩柑他シャーベット

Ｄ経営のビジネスモデル
全社的マーケティング活動によるブランド産地格外品を用いたミカン高級加工品需要の創出

提供価値
従来以上の高級品訴求層、こだわり消費者

に対応したミカン加工品

生産方式
高級品志向栽培

マルドリ方式
ICTによる園地

管理

調達方式
地域（ブランド産地）

限定原料調達
構成員1割

周辺農家7割
（サンプル調査）

農協2割
（調整弁）

加工方式
搾汁委託

チョッパー・パル
パー方式（Ｄ経営
の意向による）

販売方式
商談会の定期参加

による販路拡大
温泉地での社員に
よる定期試食販売

都市型ホテル、航空
会社、百貨店、スー
パー、温泉地直売
インターネット、ＤＭ成果

加工売上 5億円

加工導入目的
・収益事業としての
みかん加工品への

関心

高糖度ミカンジュース
高糖度ミカンを利用した新しい加工商品

全社的マーケティング活動
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Ｅ経営のビジネスモデル
社外人脈を活用したプロジェクト式事業立ち上げによるモモ加工品のブランド化

提供価値
完熟モモ、稀少高級モモ品種を

原料とする加工品の提案

生産方式
モモ完熟生産

1園地1品種植栽
による効率管理

加工方式
搾汁委託

（ジュース加工専
門工場）

ジェラートは自社
工場建設

販売方式
スーパー、百貨店

個別宅配
インターネット、ＤＭ

自社内カフェ

成果
ジュース加工600万円
カフェ売上げ1500万円

加工導入目的
・完熟生産によって生じ
る高糖度規格外モモの

活用
・カフェにおけるアイテ

ムの拡大 モモ等のジュース・ジェラート

社外人脈

ビジネスモデルに応じた生産方式

○ただし事例から、採用する栽培体系を省力志向程度でおよそ３つに集約で
きるのではないか。

○従来からの高級品生産を志向する栽培を行う経営。Ｄ経営やＥ経営。

○生食向けの枠内で省力化を指向する栽培を行う経営。Ｂ経営やＣ経営。

○加工向けを指向し、徹底的に省力化を追求する栽培を行う経営。Ａ経営

経営名 Ａ経営 Ｂ経営 Ｃ経営 Ｄ経営 Ｅ経営

生産方式

紅玉の省力栽培(樹
上結実管理作業の
省略栽培)
生産果実はすべて
買い取り（選果費用
発生せず）

省力的生食向け栽
培(1回摘果、無袋・
葉とらず)

河内晩柑の木成り
方式
（多肥・低樹高・密
植・長期収穫・多収）

マルドリ方式・ＩＣＴに
よる園地管理（高糖
度果実生産）

完熟生産、新規園地
は効率性確保のた
め1園地1品種に全
改植

着色・大きさ
等重視せず

着色重視せず 着色も重視

加工向け栽培 生食向け省力栽培 高級品志向栽培

ビジネスモデルにより適応する生産方式は様々であるといえる
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各栽培方法の特質・高級品志向栽培

○高級品志向栽培は、着色も含めて品質を重視する生
産方式であるが、その枠内で効率的な品質管理のた
めの園地整備、園地管理を行う。

○ただし、高級品志向栽培の中にも完熟栽培など加工
原料供給と親和性の高い栽培方法がある。完熟させた
果実は消費者評価は高いが、市場評価が低く、外成り
果を中心に格外果も多くなる。しかし、高糖度の加工原
料を供給しうる。

○一方、加工があれば安心して格外リスクの高い方法を
とりうる。このような栽培方法はわが国特有の生食・加
工両立型高級品志向栽培と呼びうる要素がある。

○生食向け省力栽培は、着色よりも省力および内部品
質を重視する生産方式である。リンゴでの葉とらず栽
培や、カンキツにおける河内晩柑などの黄色系品種の
栽培などで省力化を図る。

○主眼は生食向け生産にあるが、一般栽培に比べてコ
ストが大幅に下がること、着色を重視しない栽培では
下級品が多くなりやすくなることなどにより、加工部門
とも親和的である。ただし選果コストの負担は必要。

○カットフルーツなど果実の原型が必要な加工原料の
生産には向くが、その場合カットフルーツの規格外品
の処理（ジュース・ジャム用レベルの果実）が問題とな
る。選果回数も増加。

各栽培方法の特質・生食向け省力栽培

83



○加工向け栽培は、着色、大きさ、キズ、形状等々外観
に関わる品質要素は一切重視せず、多収と省力、低コ
ストを徹底的に図る生産方式である。選果コストも最小
化が図られる。ジュース、ジャム、シャーベットなど原形
をとどめない果実を原料とする加工方法でなければ採
用は難しい。わが国ではこれまで考えられなかった独
創的な生産方式で驚異的な生産性を有する。

各栽培方法の特質・加工向け栽培

リンゴにおける加工生産方式3類型
と省力性、労働生産性
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加工向け栽培技術の特質は？

高級品志向栽培 生食向け省力栽培 加工向け栽培
Ｆ経営 Ｇ経営 Ａ経営
6.7ha 15ha 14ha

SS2台
トラクター3台
トラック1.25t
ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ２台

ＳＳ1台
トラクター1台

高所作業機1台
トラック３ｔ、3.5t

フォークリフト2台
バックホー1台

ＳＳ1台
トラクター2台

高所作業機2台
トラック2t

フォークリフト2台
バックホー2台

レベラー2台（水田用）

栽植方式 M.26台木　4×3m
M.26台木　5×3m

マルバ台木　7×7m
マルバ台木　4×5ｍ

摘果 摘果剤 摘花剤 なし
2回 1回

袋掛け・除袋 なし なし なし
反射マルチ なし なし なし

葉摘み 2回 なし なし
玉回し 1回 1回 なし

収穫・調整 収穫かご 収穫袋 揺すり落とし採取
1回収穫 1回収穫 1回収穫

山選果 圃場 作業場 なし

生産体系
経営名

リンゴ作規模

機械化体系

省力技
術体系

樹上結実
管理作業
皆無化体
系

加工向け
栽培技術
の根幹

超密植高樹高
→多収

喬木性台
木に新た
な役割の
付与

葉
と
ら
ず
栽
培

石
灰
硫
黄
合
剤

山選果レベルまで選果コストをカット

加工向け栽培技術の作業時間と生産性

著しい省力性・高い労働生産性

加工向け栽培技術の省力性と労働生産性

高い収量

高級品志向栽培 生食向け省力栽培 加工向け栽培
Ｆ経営 Ｇ経営 Ａ経営
6.7ha 15ha 14ha

作業別労働時間計 247.7 110.1 47.1
施肥 0.3 0.3 1.0
整枝・剪定 28.8 18.0 25.3
除草・防除 8.0 7.1 6.5
授粉・摘果 101.6 30.5 4.5
管理・袋掛け・除袋 44.1 10.7 0.8
収穫・調製 54.4 16.1 7.9
出荷 8.8 24.5 0.8
生産管理労働 1.6 3.0 0.3
10a当収量（kg） 2,524 2,258 2,961
労働生産性(kg/hr) 10 21 63

生産体系
経営名

リンゴ作規模
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参考：一般的な労働生産性

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

1977年 1979年 1981年 1983年 1985年 1987年 1989年 2005年 2007年 2009年 2011年

0.5ha未満 0.5～1.0 1.0～1.5 1.5ha以上 1.0

～2.0

2.0

～3.0

3.0ha

以上

kg/hr
リンゴ作における労働生産性の推移

最も効率的に生産している階層でもおおよそ10ｋｇ/ｈｒ程度

加工向け栽培技術の作業時間と生産性

樹上結実管
理作業皆無
化による省
力化

山選果無しに
よる省力化

加工向け栽培技術の効果

高級品志向栽培 生食向け省力栽培 加工向け栽培
Ｆ経営 Ｇ経営 Ａ経営
6.7ha 15ha 14ha

作業別労働時間計 247.7 110.1 47.1
施肥 0.3 0.3 1.0
整枝・剪定 28.8 18.0 25.3
除草・防除 8.0 7.1 6.5
授粉・摘果 101.6 30.5 4.5
管理・袋掛け・除袋 44.1 10.7 0.8
収穫・調製 54.4 16.1 7.9
出荷 8.8 24.5 0.8
生産管理労働 1.6 3.0 0.3
10a当収量（kg） 2,524 2,258 2,961
労働生産性(kg/hr) 10 21 63

生産体系
経営名

リンゴ作規模

圃場内で山選果

作業場で選果・箱詰め
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加工向け栽培技術の作業時間と生産性

手作業の残存

日本型栽培
体系の特徴
の一つ技能
集約性の未
解消

機械化すれば作業労働は常雇用の体系となる
→より大規模経営、企業的経営に親和的な栽培体系へ

高級品志向栽培 生食向け省力栽培 加工向け栽培
Ｆ経営 Ｇ経営 Ａ経営
6.7ha 15ha 14ha

作業別労働時間計 247.7 110.1 47.1
施肥 0.3 0.3 1.0
整枝・剪定 28.8 18.0 25.3
除草・防除 8.0 7.1 6.5
授粉・摘果 101.6 30.5 4.5
管理・袋掛け・除袋 44.1 10.7 0.8
収穫・調製 54.4 16.1 7.9
出荷 8.8 24.5 0.8
生産管理労働 1.6 3.0 0.3
10a当収量（kg） 2,524 2,258 2,961
労働生産性(kg/hr) 10 21 63

生産体系
経営名

リンゴ作規模

○加工向け栽培はファームサイズに対してビジネスサイズが小さく、単品種では固
定費負担力が乏しい

○作業構造が単純化し、作業ピークが1時期（特に収穫時期）に集中しやすい。

→経営内の加工向け栽培の拡大には加工向けの多品種化が必要

→作業時間の年間平準化が問題となる

ジュース加工向け栽培の経営的課題

多品種化は秋の
労働力利用を効
率的にする

春夏期は労働力
過剰となる

剪定労働力の不
足も問題となる

不足 過剰
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多様な加工向け生産による年間作業体系の構築

○春夏期の過剰労働対策として、生食リンゴ栽培を行うという対応が現時点とし
てはある。ただし、その場合、逆に収穫作業でこれまでのジュース用リンゴ栽
培とぶつかる可能性がある

○カットリンゴ、プレザーブ向けなど加工用リンゴ向け栽培のウィングが広がり、
さらにこれらに収穫機械を導入することができれば、収穫作業の省力化が図る
ことにより、より安定的な加工型リンゴ作業体系が成立し、大規模加工型リン
ゴ作経営の成立も展望できるだろう。

カットリンゴ等
向け加工栽培
の結実管理

機械化
による
省力化?

産地の選別システムの

再編成を考える
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カットリンゴ用原料調達目安の事例

Ｂ経営におけるカットリンゴ原料調達の目安

・外から見えるキズ果は可→キズはずらして切るため

・ツル割れは小分けしてすぐ使用するので可

・蜜入りは可

・サイズは40玉程度

・内部褐変、うちみ、ビターピット、黒星病など腐敗性の
障害果は不可

・着色は関係ないが、皮つきでカットする場合もあり、そ
の場合は外観も重視

・未希ライフなどは貯蔵性に問題があり、有袋果を用い
る

ジュース用原料の契約事例

表 加工原料用紅玉の契約内容
・契約園地の全量出荷、全量購入。
・品種は紅玉。
・収穫条件の指定：糖度11.5度以上（芯など
も含めて）、デンプン残量ヨード反応変色部
3割以下となるまで収穫不可、通常は10/20以
降の収穫（一般的な紅玉の収穫は10月上旬）
・収穫前落下は購入対象外、収穫時に落下さ
せるのは可。
・農薬の記帳。
・価格は一定量までは一定額で、極端に増え
た場合は引き下げて購入。
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加工を含めたリンゴ市場の大区分

生食
（卸・小売向け）

カットリンゴ等

ジュース等

市場成立
は明確

市場成立
は比較的
明確

市場成立
はあいまい

キズ、ツル割れ、
着色不良

選果機通すかはあいまい

収穫果全般
落果は対象外

選別システムの再構築

収穫

山選果

農協・移出商
等選果

卸売市場

格外 （生食向け 加工向け 廃棄）

出荷

出荷

格外 （加工向け）

搾汁メーカーへ

選果費用、手数料、
運賃等発生

選果費用発生

重層的な選別体
系を別々の主体
が行うのではな
く、1回の選果で

収益の極大化を
図る選果システ
ムの再構築

山選果をなくし収穫作業の負
担を軽減する！
→そのための加工の取組
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産地における選別システムの再編（案）

収穫

出荷

選果

生食 カットリンゴ等 ジュース等

卸、小売 カットメーカー等 搾汁メーカー等

生産者が実施
山選果はしない

農協等
が実施
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総 合 討 論

座長（東北農業研究センター・長谷川上級研究員） ここから総合討論ということにさせて

いただきたいと思います。皆さんかなり力の入った報告で、資料もかなり中身の詰まった内

容だったと思います。そういう意味では皆さんいろいろとご質問を抱えているのではない

かと思います。改めてここが聞きたかったこととかございましたらお願いしたいと思いま

すが、いかがでございましょうか。

岩手県農業公社・折坂氏 岩手県農業公社の折坂と申します。今日は貴重な研究会に参加さ

せて頂いて、大変ありがとうございました。2 点ばかりご質問したいのですが、1 つめは最

初の泉谷先生の労働力調整についてです。国の政策があって、その中で青森県の取り組み、

青森県農林水産部と青森県団体経営改善課の会議を開催したとありますが、どのようなこ

とをされたのか、今どのように実施しているのか、ご承知の範囲内で結構でございますので、

教えて頂ければと思います。それから、ＪＡいわて中央の横澤さんには、迫力のあるお話を

頂き大変参考になりました。無料職業紹介所の実績について、求人者が 37 件求職者 21 名

ということですが、当初想定された件数と比べてどうだったのでしょうか。岩手県農業公社

も平成 17 年から無料職業紹介所を、就農促進法という法律に基づいて行っていますが、現

在までに紹介したのは 2 名しかいないのです。10 年経った最近でもゼロなのです。うちが

そういうのをやっているのをわかっていないというのもあるかも知れません。今このよう

な人手不足の現状で、最近いわて中央の方で実施されて、結構な人数なのですけれども、さ

らにまだもっと見込まれるかどうか質問致します。それから取り下げた求人者 32 人とある

のですけれども、この理由をもし良ければ教えて頂ければと思います。以上 2 点よろしく

お願いいたします。

座長 まずは泉谷先生よろしくお願いいたします。

弘前大学・泉谷教授 ご質問頂いた件ですが、私も新聞報道等で整理したものですから、具

体的な内容につきましては、情報を持ち合わせていません。市町村と農協と県の方が集まっ

て協議会を開いたと新聞で拝見しておりますが、フロアに詳しい方がいらっしゃれば、何か

補足があればお願いできれば有り難いのですが。

青森県農業政策課・近藤課長代理 青森県の近藤と申します。2 つ記載がありますけれども、

まず、援農隊マッチング支援事業ですが、これは弘前市の一部の地域、農協のエリアになる

のですけれども、そこでリンゴ の 関係の労働力不足対策を具体的に進めるということで、

国の事業を活用しながら、現地の実態調査をしたり、その対策を検討するための会議を、
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2016 年 9 月に開いています。これは農協さん、県、市町村とかのメンバーが入っているも

ので、1 年目は調査・方策の検討が中心で、今年度については、具体的に現場でマッチング

をどうするか検討して、実際にやっていくことがテーマになっています。あと、2017 年 5
月の団体経営改善課の件ですが、ここは農協さんの指導をする課なのですけれども、県内全

体で労働力不足が非常に問題になっているということで、農協さんの協力を得ながら販売

実績のある組合員のアンケート調査を実施することとしておりまして、それを進める上で

の農協さんなどと会議を 5 月に開催しております。これにつきましては 8 月くらいに調査

実施して、9 月くらいで集計することで今作業を進めております。また、補足になりますけ

れども、青森県としても非常に労働力不足は問題だということで、部の中に担当レベルのプ

ロジェクトチームを設定しておりまして、来年度の事業等について農林水産部全体で、情報

共有して検討しているという状況です。 
 
座長 岩手農業公社の方はよろしいでしょうか？それでは 2 番目の質問に関しまして横澤

さんお願いします。 
 
いわて中央農協・横澤課長 無料職業紹介所なのですが、37 軒の農家から申し込みがあり

まして求人者数が 83 名、内訳はその下に書いているのですけれども、実はこの無料職業紹

介所をやる前に、グリーンヘルパーのとりまとめを各市町村単位でやっておりまして、毎年

約 60 名の申し込みを頂いていました。募集方法は無料のフリーペーパーとか、新聞折り込

みを入れながら求人したものです。今回無料職業紹介所と合わせて業務を行いましたので、

100 名は応募が来るのではないかと期待していたのですが、ふたを開けましたら 21 名とい

う内容でございました。取り下げた 32 名のほとんどはきゅうり農家の方で、4 月から開始

したのですが 6 月になってもマッチングが出来ないってことで取り下げをしたという例と、

同様にリンゴ農家も一部同様の例で作業がもう始まってしまったということで、取り下げ

になったという理由がございました。グリーンヘルパーは毎年同じ方が来て 1 年更新みた

いな形でやっておりまして、だいたいマッチングも毎年同じ方で行われる形になっていた

ものですから、おそらく、もうすでに毎年働きに行く農家の方とマッチングされているグリ

ーンヘルパーの方は今回の募集には出さなかったのかな、直接されたのかなと想定してお

りました。今後は 100 名規模以上に求人が来るように、対策を検討していきたいと考えて

おります。以上です。 
 
座長 よろしいですか？他に質問はございませんか？どうぞ。 
 
青森県東青地域県民局・齋藤総括主幹 青森県の齋藤です。私もこの労働力不足はかなり深

刻に考えています。私は青森県の青森市を中心とした東青管内で仕事をさせてもらってい

ますが、去年 2016 年の国勢調査で見てみたら青森市・・県都であるのですが、そこに専業
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主婦（夫）、男の人も含めた専業主婦（夫）、あるいは全然仕事してない人がどの位いるのか

とみたら、だいたい 5 万人くらいいるのですよ。5 万人いたらそのうちの 1％・・言い方悪

いのですけど引っ張り出せればかなりの労働力になるのではないかなとは考えていたので

すが、どうやって引っ張り出せばいいのか。先程泉谷先生の話でありましたけれども、現地

までの足とかね、あるいはハローワークで求人かけてもどういう仕事あるかわからないか

ら怖くて手を出せないとか、いろいろな課題があると思うのですけれども、どうすればこ

う・・岩手の農協さんも悩んでいるようですけれども、どうすれば潜在の労働力を現場に結

びつけられるか、非常に今悩んでいるところです。簡単にはいかないのでなかなか難しいの

でしょうけれども、ここが 1 つ 2 つ決め手だよっていうのがあれば、泉谷先生にご教示お

願いします。 
 
弘前大学・泉谷教授 今日お話しさせて頂いた中で 1 つあるのは、就労ルートに注目する

必要があると考えています。その場合にやはり今日、今野先生の方からもお話がありました

マッチングシステムが一つ重要になっています。マッチングシステムは、需要と供給を結び

つけるという仕組みだけではなく、マッチングシステム自体が人をまず教育というか農作

業に関する情報を働く人に与えて、そして働く人自体を開拓していくというような働きを

していると思っています。マッチングシステムを作るのが先かという話になると思うので

すが、やはり小さくてもいいので何らかのマッチング機能を持つ組織がどこかにないと、こ

ういった機能が働かないのですね。そこの部分、組織を作るのか、あるいは 1970 年代に働

く人自体が自分たちから組織化していって、マッチングシステムみたいなものをすごく小

さな規模から、下から作っていくような動きがありましたので、そういった芽がどこにある

かを探し出して、現実的にどこを育成していけばいいのかということを発見すること自体

をまずやる必要があると思います。 
 
座長 これにつきまして、何かご意見のある方はいらっしゃいますか？ 
 
東北農業研究センター・野中放射線対策連携調整役 はい、東北農研の野中です。泉谷先生

の報告に関して今の課題とお話と関係するところです。2 点あって 1 点目からちょっと聞き

たいんですけど、理論的な話で恐縮なんですが、泉谷先生が説明されなかった農家の雇用の

給源の変化ってところに非常にその辺のヒントがあるんじゃないかと思うんですけども、

これを説明してよって言うとこれは時間がかかるんで、私の仕事と関連してこうじゃない

かなってところを、お聞きしますのでお答え願いたいのですが。私は農家の中身っていうか

お父さんお母さんの組み合わせでどういった仕事をしているかをかなり広範に調査してい

て、当然今の農家だとお父さん工場勤めとか多いのですが、北東北だとお父さんの給料だけ

だと制限があるのでお母さんも働かなきゃいけないので農業やるというパターンが多いと

いう報告を 2000 年ちょうどくらいにしています。その時には農家の中に女性労働力が結構
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農業やっていて、しかも 1 年中忙しいわけじゃないので、そこに余裕があり、農外に流出す

る余地があるから、選果場に人が足りないなら行くよって話があったと思います。泉谷さん

の理論的なところじゃないところで、選果場に人が集まらなくなってきちゃったなってこ

となので、そうすると世代交代が進んでいて奥さんも例えば工場に勤めているとか、あるい

は農業で年中仕事している・・水稲じゃない、ハウスやっているとかですね、要するに来い

っていわれても家のことでいっぱいだよとか、いやもう私働いているからという状況にな

って、農家の中に融通の利く労働力が枯渇したっていう分析なのかと思ったのですけれど

も、そういう分析として捉えていいのでしょうか？まずは 1 番目の質問です。 
 
座長 1 番目の質問ということで泉谷先生お願いします。 
 
弘前大学・泉谷教授 その部分は説明を飛ばさせて頂いた部分なのですが、ページでいきま

すと農家の人手不足の変化というところで、赤丸が付いているのが 3 つ出ているところの

質問だったと思います。農家の中に人がいなくなっているのかというご質問だったのです

が、どちらかというとここでは、適合性がある人達と書いているのですが、農家世帯員とそ

れから農家出身者、つまり農業というものに触れたことがある、やっているのをみたことが

ある人。ですから具体的に募集がかかったときに、こういう作業をするのだなというイメー

ジを持った人達が昔は農村部にたくさんいたと思うのですけれども、それがだんだんいな

くなってきているというのが一つポイントだと思います。ですから、マッチングシステムが

農業に関する情報も同時に与えながら働く姿のイメージを形成していく。それによって働

こうかなという気持ちをもってもらうというところが一つ重要だと思います。以上です。 
 
東北農業研究センター・野中放射線対策連携調整役 ありがとうございます。それを捉えて

2 番目の質問で、泉谷先生の全体状況の把握の中で、統計を用いられて説明されているとこ

ろで、すごい、今日来て良かったなと思うところがあるのですけど、新規求人数の動向で、

最初の方なのですけど、医療とか福祉が急速に伸びてきて、卸売とか小売りですね、こちら

もそれが続いていると。伝統的に例えば仕事が増えてきた高度経済成長みたいなイメージ

の中で、工場来たなとか、なんか最近高速道路来たなとか電車引けるなっていう、建設とか

製造が牽引していた時代もありましたが、最近はもう医療とか資格ある可能性があるので、

流通とか小売りとかサービス業を中心に「仕事」がイメージされている状況が示されている

と思うのですよね。その次にいくと、工場が来ている、来ていないでいうと、東北地域の中

で南の方には工場来ていたけど北の方にまでには来てないよねっていう地域格差があった

中での各県の差があったと思うのですけど、まぁその部分はあんまり変動して無くて、今新

規で募集がかかるっていうのは小売りとかサービス業中心だよねって中に入ってくると地

域差が埋まっているのですよね。そうすると、一つ前の僕の質問に関係するのですが、先程

例えば青森市内に仕事に就いてない人がいるとかっていう状況の中で、彼らが仕事に就こ
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うかなって思った時のイメージって流通とか小売りとかが多いと思うのですよ。その時に

そこの雇用条件と、農業側の雇用条件との競争になっているというようなイメージを・・ま

ぁそういう前提に立っていいのかな・・と思うのですけれども、そうすると流通側の条件で

は例えば時給の問題もありますけれども、交通費払う払わない、あるいは通いやすいとこ・・

公共交通機関を使っていけるとこ行けないとこ。農村って生活するのにちょっと不便なと

ころにありますからね。そうするとそういう条件を含めて競争条件があって、さっきの説明

で泉谷先生のご指摘のように、選果場で何やっているかよくわからないなぁ～というとこ

ろが合わさって、なかなか小売りとの競争関係で、人がこっち側に来ないっていう状況があ

るのかなぁ～っていうふうに、先生の全体の理解をしたのですけれども、そういう理解でか

み合っているかどうかちょっとお聞きしたいのですが。かみ合っておりますでしょうか。 
 
弘前大学・泉谷教授 製造業は地域差がありますが、医療福祉については東北どこの地域も

同じような事情ですので、先程の県別の差がなくなっていくというのはそこが原因いうの

はご指摘の通りだと思います。その意味では、農業はスーパーマーケットや医療福祉と人手

をめぐって競争しなくていけないという状況になってきますが、特に医療福祉と農業とい

うのは、あまり競合するとは考えられない。資格が必要になりますので。ですから逆にそう

いう産業と競争しなくてはいけなくなると、ある意味農業分野に利点が出てくる可能性も

あると思います。資格がなくても出来るので。農村部では大学生も農業でアルバイトをする

人が増えてきているように思えますし、農業でのアルバイトを嫌がる雰囲気も減っている

ように思います。農業にもいろいろ良いところと悪いところがありますので、農業で働くこ

との良いところをまず見つけて、それにあった人材を探していくということが必要である

と感じています。 
 
東北農業研究センター・野中放射線対策連携調整役 ありがとうございました。長々とすい

ません。つまり就業労働とか競争条件の中でのマッチングシステムが必要であるというこ

とだと。良く理解できました。ありがとうございます。 
 
青森県東青地域県民局・齋藤総括主幹 もう一つ泉谷先生に質問です。学生さんがいっぱい

バイトしているということですが、農業労働力を求める際に、グリーンツーリズムで農業体

験したいってことで、わざわざ遠路から来る人いっぱいいます。そういう事からすると農業

で働きたい方はいっぱいいるのではないかと思うのですが、学生さんはどうですか？ 
 
弘前大学・泉谷教授 全国のいろいろな大学で援農サークルが出来ているようです。そのサ

ークルに農業で働きたい人が集まってとりまとめ役のような人が農作業を紹介する。一時

期 1980 年代ごろは農業でなんて働きたくないという雰囲気が一時期ありましたが、そうい

うのがかなりなくなってきているという印象は持っています。 
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座長 これにつきまして、外部から人をかなり受け入れているりんご協会の工藤さん何か

コメントがあれば・・・。 
 
青森県りんご協会・工藤総括 今いろいろとお話伺っていていくつかあるかと思うのです

が、まずは私も住んでいる弘前市ですが、例えば弘前市でも都市近郊のところに園地がある

方の場合は、主婦層や学生層、あるいはママ友とか、そういう人達が比較的に行きやすいと

思うのです。ただ、農の現場というのは大変郊外にありまして、そういった農地の場所とい

うのがリンゴの場合分かりにくいというのがあるのですね。軽トラでなくては行けない。そ

ういったところの雇用をどうするのか。都市近郊には比較的ママ友でも学生でも行きやす

いのですけれども、深部のところにある農地にどうやっていくのか。それを一つ考えなけれ

ばいけないのがあります。あと農協がマッチングを請け負っていますが、結局同業者間での

やり取りになってしまうので、例えば弘前市はリンゴがなければ成り立たない地域で、そう

いったところの農協や農業関係者と地元の商工会とでいろいろ話をしてマッチングをする

方法もあるのかなと思います。私今野先生の書籍読ませて頂きまして、地元の業者さん、例

えば運送屋さんと話したら、リンゴは摘果作業の春の 2 ヶ月と収穫管理作業の秋の 2～3 ヶ

月が忙しいのであって、その忙しい時期に例えば運送屋さんの方ではどうなのですかと聞

いたら、うちらその時期暇なので正式にそういった具体例があれば、つなげることは出来る

と。運送屋さんは 3 月 4 月引っ越しで忙しいし、10 月から 11 月 12 月まではリンゴの配送

で忙しいのですが、5 月 6 月というリンゴの繁忙期の時には比較的余力はあるよという。た

だ雇用で行く人は事業主の許可がなければいけない。つまりその事業主がいいですよとい

う、経営者あるいは事業主の理解があれば比較的行きやすいのではないかなと思いますの

で、出来れば商工会っていうんですかね、そういった経営者との意思疎通がこれからのマッ

チングの課題になるのかなと思います。以上でございます。 
 
座長 農外部門とも連携ということで、これについては今野先生何かございますか。 
 
名寄市立大学・今野講師 そうですね、私が見た岩見沢では運送会社さんとの提携です。運

送会社の場合は、自分たちの荷物を自分たちで仕分けするという感じで、もともと農業から

は親和性が高いので、北海道内でもかなりのところで行われています。今回お話し頂いたの

は多分、十勝の音更の事例だと思うのですけれども、あちらは道路管理会社が、冬の間の除

雪作業員もなかなか集められないという中で、除雪作業はかなり技術が必要でしかも大き

な機械が必要だということで、それであれば農作業の大きな機械とも適合性があるだろう

ということで、冬と夏を入れ替えてマッチングさせて、その時に農協が営農関係のコントロ

ールタワーとなるのですが、労働力の関係を農協がやりますと職員の負担も高くなります

ので、あくまでも会社の方で農作業を請け負うという形で、労働力の調整を行っている感じ
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ですので、そういった意味で上手くマッチングできたなと。ただそういった全くひっくり返

ったものを探すというのはなかなか難しくて、私も今いる名寄でもそういった事が出来な

いかなと思って、除雪を担当している事業者と話してみたのですけれども、やはり事業者に

よってそういう技術者を求めているところもあれば、除雪であっても非常に短期間の除雪

作業員が欲しいというところもあったりして接続がなかなか難しい。どういった形であれ

ば繋がるのか、このあとこれからゆっくり探していく必要があるなというところです。ただ

そういった農外との接続というのは今後しっかり考えていく必要があると私も思っており

ます。 
 
座長 ありがとうございます。青森のリンゴに話が傾斜しましたけれども、他県とか野菜の

関係で質問があれば是非して頂ければと思います。 
 
岩手県農業公社・阿部氏 岩手県農業公社の阿部と申します。よろしくお願いします。今野

先生におうかがいしたいのですが、先程よりマッチングシステムということで、芽があれば

育てるみたいな話もありましたけれども、具体的なマッチングシステムの事業主体ってい

うのはどこら辺を考えていらっしゃるのですか。先程の話の流れからは農協さんのイメー

ジがあるのですが、農外とかであればもっと広い視野で見なくてはいけないのかなと思い

ましたので。 
 
名寄市立大学・今野講師 2000 年頃まではいろんな市役所ですとか、働く人達の団体でも

作っていたことがあったのですが、その後今まで残っていたのが農協主体の取組です。なぜ、

農協主体が良いかと考えているかといいますと、農協はその場から逃げることは出来ない

ので、ちょっと苦しくなったから事業辞めようという話にはならない。やっぱりそこは責任

を持って続けていけるという意味では農協は良いと。また、農協の場合はその品目がなくな

ってしまうと、例えば選果場なんかで設備投資している場合もありますので、その事業を続

けて振興するということがインセンティブになりますので、そういう意味で農協が中心に

なるべきと思います。ただ、かなり広域合併してさらに農協の人員も減らしていく状況の中

では、農協が全てそれを自前で行っていくということになりますと、それはそれで人的負担

も大きいですし、労働力調整のノウハウっていうのはそもそも持っていませんので、そうい

った意味で労働力の需給調整のノウハウを持っている企業と連携する形で、拡げていくと

いう形が私はベストなんじゃないかなということで、今 2，3事例捕捉しているところです。

それ以外の方向はまだ把握していないので、今後勉強を続けていきたいと思っております。 
 
青森県農業政策課・近藤課長代理 青森県の近藤です。マッチングシステムの関係なのです

が、農協さんも広域合併して大きくなっているということもあって、適正な規模といいます

かそういうのがあるのかどうか。特に青森県のリンゴ産地はすごく大きくなっているので、
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そういうところでどう進めるのか、ヒントがありましたらお話しいただきたいと思います。 
 
名寄市立大学・今野講師 ありがとうございます。私が見た事例でもかなり合併していると

ころで、岩見沢農協でも周辺の 4 つくらいの農協がありますし、福島県の方でもかなり大

きな合併になっています。ただ、ベースになっているのは旧支所単位ですね。旧市町村レベ

ルの支所単位で行ったものを継続的に上手く活用している。ただ、広域合併したことで逆に

その仕組みを他の地域でも組み立てるという動きは最近出てきております。そういう意味

で、まだ広域合併した全体で需給調整をして、労働力を移動するというところまではいって

いないのですけども、全体で大きいのをドーンと作って集中的にやるというよりは、旧支所

単位ずつの組み合わせをいくつか取り組んで、その中でもし可能であれば選果場レベルで

ちょっと移動する。それでさらに上手くいけば広域移動までいくというステップを踏んで

いくという形が必要なんじゃないかなと思っています。 
 
座長 他にございますか？私から泉谷先生に質問申し上げますけれども、全体的に求人に

関しては地域性がなくなってきているということですが、一方で労働力不足の状況という

のは地域性があるかと思うのですけれども、それは生産側の事情で与えられていると考え

てもよろしいことになりますか？ リンゴとか野菜など園芸が非常に盛んという要因が労

働力不足には効いているということになりますか？ 
 
弘前大学・泉谷教授 ご質問ありがとうございます。農業の部門に関していえば、やはり作

業の質の問題もありますけれども絶対量の問題がかなり大きいので、センサスの数字でも

出ていますけれども、それぞれ必要量が多い地域の不足感はかなり高いと思います。ただし、

今日のデータは県別のデータですので、市町村レベルで見ていきますと多分同じ県の中で

も多いところ少ないところあると思います。また、個々の農家レベルでも大量に必要なとこ

ろは足りない。上手くやっているところはあるとは思うのですけども、絶対量として多く必

要としている農家は足りないという意識になっているとは思います。以上です。 
 
座長 他にございますか。なければそろそろ締めたいと思います。本日は労働力不足をテー

マにした会合にこれだけ沢山の方にご参加いただきありがとうございました。泉谷報告で

は、これまでとは異なる地域の労働力需要により、労働力がかなりタイトな状況であること

を統計データから示していただきました。今野報告では労働力調整の具体的なシステムに

ついて詳細なデータをいただきまして、かなり参考になったかと思います。横澤報告では、

農協が厳しい状況の中で、農協が主体的に労働力不足対応に取り組んでいく構想をお話し

いただき、感銘を受けたところでございます。これまで園芸産地といいますと、良い物を沢

山出すというところで産地戦略は止まっていたかと思いますけれども、今後労働力不足と

いうものもかなり大きな産地戦略の要素として考えていかないといけないということが確
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認できたかと思います。それでは、議論を終わりにさせていただきたいと思います。どうも

ありがとうございました。

司会（東北農業センター・宮路グループ長） 長い間議論いただきありがとうございました。

最後に本推進部会の大谷副部会長から一言閉会のご挨拶を申し上げます。

東北農業センター・大谷領域長 作物推進部会の副会長大谷です。昨年からこの部会に関わ

っています。昨年は確か耕作放棄地の問題でかなり議論されました。今年は労働力問題とい

うことで 40 数名の参加ということで活発な議論をしていただいて、本当にありがとうござ

います。マッチングが非常に重要だということが総合討論の結論にあって、その中でＪＡの

役割は大きいということが指摘されて、私自身は技術の人間なのですけれども、盛んに今宮

城県の方に行っています。そこで確かにＪＡさんとお付き合いしていますが、逃げないとい

うお話がありましたが、おっしゃるとおりです。10 年以上継続しています。そういう意味

から今日話を聞いて、なるほどと関心を持って聞かせていただきました。本当に今日一日熱

心な討議どうもありがとうございました。これで終了したいと思います。ありがとうござい

ました。 
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